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すべての人々が豊かさを享受できる社会の実現は、人類共通の願いです。その重要な鍵となる
科学技術を、自然や社会と調和した健全な方向に発展させることは、科学コミュニティ、その一
員である産総研、そして私たちに託された使命です。私たち産総研にはたらくすべての者は、
自らの使命と社会への責任を認識し、産業科学技術の研究開発を通して豊かな社会の実現に貢
献すべく、以下の行動の理念を共有します。

■ 社会動向の把握
私たちは、地域から国際社会にわたるさまざまなスケールの社会の動向や要請の把握に努め、
外部の諸機関とも協力しつつ速やかに問題を提起し、科学技術を基礎とした解決方法を提案し
ます。

■ 知識と技術の創出
私たちは、一人ひとりの自律と創造性を尊重するとともに、協調と融合により総合力を発揮
し、高い水準の研究活動によって新たな知識と技術を創出します。

■ 成果の還元
私たちは、学術活動、知的基盤整備、技術移転、政策提言等を通して、研究成果を広く社会に
還元し、わが国の産業の発展に貢献します。また、情報発信や人材育成等を通して科学技術の
普及と振興に努めます。

■ 責任ある行動
私たちは、職務を効果的に遂行できるよう、自己の資質向上や職場環境の整備に積極的に
取り組みます。また、法の精神を尊重し、高い倫理観を保ちます。

「社会の中で、社会のために」
独立行政法人 産業技術総合研究所

●地球環境の保全や人類の安全に資する研究を推進し、安心・安全で質の高い生活や環境と調

和した社会の実現を目指します。

●環境安全に関する諸法規を遵守するとともに、自らガイドラインなどの自主基準を設定し、

日々、環境保全と安全衛生の向上に努めます。

●環境安全に関する情報の発信を推進し、地域社会との調和・融合に努めます。また、万一の

事故、災害においても、迅速・的確な対処を行うとともに、「公開の原則」に則り、得られた

知見・教訓の社会への還元に努めます。

憲　章

環境安全憲章



　独立行政法人産業技術総合研究所（以下、産総
研）は、2004 年度に環境報告書を発行し、さらに、
2010 年度からは環境活動報告に組織の社会的責任

（CSR）への取り組みを加えた「産総研レポート」を
発行してきました。
　今回、「産総研レポート 2014 社会・環境報告」
の発行にあたり、産総研におけるこれら CSR 活動に
加え、産総研の科学技術の研究成果を有効に事業に
つなげる「橋渡し」の取り組みについて、様々なス
テークホルダーの皆様にご理解をいただくことにより、
産総研と社会との共生により一層深い信頼関係を築
くことを目指して編集いたしました。特に、今年オー
プンした福島再生可能エネルギー研究所のミッション
などに関する活動を中心に、社会における産総研の
活動を紹介いたしました。
　なお、環境報告に関する研究拠点ごとの詳しい
データについてはＨＰで公開しております。
　産総研公式ＨＰ　http://www.aist.go.jp/
◆報告対象範囲
　産総研全拠点の活動を報告対象としています。
◆報告対象期間
　2013年4月～2014年3月
◆報告対象分野

　産総研における組織統治、人権、労働慣行、公正
な事業慣行、社会との共生、環境活動、労働安全衛
生活動およびオープンイノベーション活動を主な対
象とします。

◆数値の端数処理
　表示桁数未満を四捨五入しています。
◆参考にしたガイドラインなど

●「環境報告ガイドライン（2012年版）」環境省
●「環境情報の提供の促進による特定事業者の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律」
●「環境報告書記載事項等の手引き（第2版）」環

境省
●「日本語版ISO 26000:2010 社会的責任

に関する手引き」（財）日本規格協会
◆次回発行予定
　2015年9月
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2 組織統治

　日本では、科学技術イノベーションに対する

人々の期待が、これまで以上に高まっていると感じ

ています。

　 人 口、 資 源・エネ ル ギ ー、 気 候 変 動・環 境、

水・食料の確保などの地球規模の課題は、国際機

関や政府の問題としてだけではなく、今や人々が

日々の生活の中で、その重要性を実感するように

なっています。

　新興国の成長とグローバル化の進展、情報技術

の進化が産業と社会の構造を大きく変化させて行

く中で、日本の社会は、急激な人口減少や高齢化

の進展という独自の課題にも直面しています。

　また、東日本大震災は、人々の生活の安全と安

心を確保するという基礎的なことが、いかに重要

であるかを私たちに再認識させました。日本はこ

の大きな課題に対しても、継続的に取り組まなけ

ればなりません。

　日本の産業と社会が、現在の、そして今後顕在

持続可能な社会構築と
産業の発展に貢献するために

トップメッセージ

独立行政法人産業技術総合研究所
理事長

中鉢  良治
Ryoji Chubachi
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化する諸問題を乗り越え、将来にわたる発展と持

続可能性を実現するためにはどうすればよいのか。

科学技術イノベーションは、その解決の鍵となる

ものとして、期待されています。

　産総研は、公的研究機関として、グリーン・テク

ノロジーとライフ・テクノロジーに代表される研究

を、基礎から応用まで一体的に行うことで、日本

の産業や社会が抱える諸問題に対し、解決策と新

たな方向性を提示する活動を続けてきました。そ

して、その研究成果を、産業界に橋渡しすること

で、事業化・産業化を実現し、社会的・経済的価

値を創出し、社会に還元することを目指しています。

　私たちの研究活動は、産総研独自で行うだけで

なく、国内外を問わず外部の組織・人材と積極的

に交流を進めることで、大学・研究機関・企業との

連携、技術研究組合などの共同研究組織設立によ

る連携、データベース共有を通しての連携など、

様々な取り組みに拡がっています。最近では、産

総研が有する「人」と「場」を外部機関や研究者

が活用できる「オープンイノベーションハブ機能」

を強化することを目的として、産学官連携による

研究開発・技術評価・標準化も推進しています。

　また、産総研は日本全国に研究拠点を有し、活

動を展開しています。各地域の研究拠点は、その

地域のニーズをもとに特定の課題に焦点を当て、

解決のための研究開発を行うとともに、地域の資

源を活用し、地域産業の発展に貢献することを目

標に活動を続けています。

　東日本大震災からの復興支援の一環として準備

を進めてきた「福島再生可能エネルギー研究所」

は、産総研 10 カ所目の研究拠点として、2014

年 4 月に福島県郡山市に開所しました。この研究

所は、国内の企業や大学、国内外の研究機関とも

協力して、次世代太陽光発電、風力発電、電力の

高効率貯蔵・利用技術、地熱・地中熱利用などの

研究開発を総合的に進めており、「再生可能エネ

ルギー先駆けの地」を目指す福島県の活動を強力

に支援しています。

　産総研では、発足以来「社会の中で、社会のた

めに」という理念のもとで持続可能な社会の構築

に貢献すべく、研究活動を続けてきました。産総

研がその理念にふさわしい研究機関であるために

は、研究活動とその成果が有用であるだけでなく、

その他の諸活動においても、公的研究機関として

の社会的な責任を全うしていなければなりません。

本レポートでは、産総研が社会的責任を果たすた

めに、どのような活動を、どのように進めているの

か、組織・福利厚生などの制度や人材育成の活動、

障がい者雇用などダイバーシティの推進、コンプ

ライアンス・環境安全管理・公正な事業慣行確立

などの取り組みを、主な研究活動とともに紹介し

ております。

　産総研は、今後も、日本を代表する公的研究機

関として、その研究成果を社会に確実に還元する

とともに、社会の一構成員として、社会的責任を

着実に遂行してまいる所存です。

　皆様の一層のご支援とご鞭撻をお願い申し上げ

ます。



組
織
統
治

4 組織統治

再生可能エネルギーの本格普及を先導
　2014 年 4 月、福島県郡山市に福島再生可能エネルギー研究所が開所し、国内外から熱い注目を浴
びています。「世界に開かれた再生可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産業の集積を通した
復興への貢献」という使命に向けて、研究所の取り組みや意気込みを大和田野所長に聞きました。

大和田野芳郎（おおわだの　よしろう）所長インタビュー　＜福島再生可能エネルギー研究所所長＞

  新技術の開発と実証の拠点

　「再生可能エネルギーは、日本にとって唯一と言え

る国産エネルギーです。人類共通の課題である温暖

化防止の観点からも、50 年後の日本社会はもちろ

ん、100 年後に世界が存続するために極めて重要な

ものであることを、一人でも多くの皆さんに正しく理

解してほしいと思います」と意欲的に語る大和田野

所長。福島再生可能エネルギー研究所の開設準備段

階から、地元の企業や大学をはじめ国内外の機関と

のネットワークづくりに奔走し、産学官連携の足固め

をしてきました。

　当研究所は、政府の「東日本大震災からの復興の

基本方針」（2011 年 7 月）を受けて設立したもの

で、再生可能エネルギーに関するオープンイノベー

ションハブとして、最先端技術および新たな産業を創

出するための研究開発を行います。

　「これから、再生可能エネルギーはいよいよ大量導

入の時代に入ります。それを支える技術開発に加え、

ある程度大きな規模で実際に再生可能エネルギーを

作って利用するという、一連のシステムを実証するこ

とも重要です。当研究所は太陽光発電や風力発電の

実証フィールドを備えており、地中熱利用技術、エネ

ルギー貯蔵技術などを含め、研究本館で使う電力の

約半分を自前のエネルギーで賄っています」と、産

総研の総合力を結集した実証の場であることに大き

な意味があると大和田野所長は語ります。

　将来的にこの実証スケールを拡大すれば、自治体

における災害時の緊急電力供給拠点としての運用が

可能となり、さらには一つの街全体に、再生可能エ

ネルギーネットワークを構築できる、そのレベルまで

各技術を高めていくことが目標です。

  世界初、究極の水素キャリア技術

　これまで、再生可能エネルギーの普及が進まな

かった大きな要因は、1. 時間によって大きく変動す

る、2. コストが高い、3. 地理的条件に左右されるな

ど、いくつもの課題があったためです。それらを克

服するため、どのような技術開発をしていくのでしょ

う。まず 1 つ目、時間による変動に対するアプロー

チから聞きました。

　「安定性については、水素キャリア（水素を貯める

物質）の製造・利用技術の開発が目玉となります。

これは、再生可能エネルギーから水素を作り、安全

に効率よく貯蔵・運搬し、必要なときに必要なだけ取

り出して使うもので、世界にも類を見ない究極のシス

テムです。現在、実用化に向けて企業と共同研究を

進めており、産総研では水素キャリアから水素を取り

出して利用する部分を中心に、水素製造から利用ま

で一貫したシステムの技術を研究しています」

　長時間・大量に蓄えるときは水素キャリア、短時間

の変動には蓄電池で対応するというように、2 つの貯

蔵技術を組み合わせることでさらに安定性を高めるこ

とが可能になります。

巻頭特集
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　ほかにも、風力

発電や太陽光発電

の出力を電力系統

につなぐと電圧が

不安定となり、周

辺地域に迷惑をか

けるという問題が

ありました。その

ため、きちんと電

力をコントロール

して送り出すシス

テム技術の開発も実施しています。また、風車につ

いては風況を予測して発電効率を高めたり、より正

確に発電量を予測する技術開発も、主要テーマと

なっています。

  太陽電池のコスト半減を目指す

　次に、2 つ目の課題であるコストについても意欲的

な取り組みがなされています。

　「太陽電池は、コストと重さはこれまでの半分、そ

れでいて効率を高めたものを短期決戦で開発します。

そのため、量産技術の開発もできる大型実験棟を備

え、企業コンソーシアム 20 社が緊密に連携して研

究を進めています。現状のように、補助金に頼って

普及しているうちは技術として完成しているとは言え

ません。また、日本企業が価格競争では負けている

が技術力では勝っている、と慢心するのも禁物です。

技術の進歩を止めれば、すぐに追い越されてしまい

ます」

　大和田野所長によると、太陽光発電はこの十数年

で世界の導入量が 100 倍にも急増した希有なエネ

ルギーだそうです。それでもまだ伸びる余地は大き

く、日本企業には国内市場のみならず海外市場でも

大いに活躍してほしいと、強い期待感を持っています。

　3 つ目の課題である地理的条件については、地

熱・地中熱などの詳細で中立的なデータ提供を担い、

国立・国定公園などの自然環境、温泉との共生に配

慮した、適正な再生可能エネルギーの開発と利用に

活用してもらう考えです。

  連携と交流を広げる開かれた環境

　当研究所は産学官連携の拠点として大きな期待が

寄せられており、共同研究や人的交流の動きも活発

です。当研究所が無償で技術支援をする「被災地企

業のシーズ支援プログラム」では、すでに 30 件以

上の共同研究がスタート。また、リサーチアシスタン

ト制度の導入をはじめ地元大学などから広く学生を受

け入れ、人材育成に力を入れています。さらに、米

国国立再生可能エネルギー研究所（NREL）など海

外研究機関などとの連携体制も整い、国際標準の構

築にも取り組む考えです。

　「当研究所を、さまざまな人が活動できる開かれた

拠点にすることが目標の一つでしたが、その点で手

応えを感じています」と大和田野所長。昼食時には

所内にいるほぼ全員がカフェテリアに集まり、毎週順

番に研究発表をするなど、異分野・異業種の交流が

早くも自然な形で根付きつつあるとのこと。オープン

な環境に熱意あふれる人々が集う当研究所から、再

生可能エネルギーの本格導入を加速させるような新

技術の発信が大いに期待されます。
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　福島再生可能エネルギー研究所では、大規模な太

陽光発電 (500 kW) と風力発電 (300 kW) を水素

キャリアと蓄電池による電力貯蔵と組み合わせた再生

可能エネルギーネットワーク ( マイクログリッド ) を構

築し、日々時間ごとに発電量が変動する再生可能エネ

ルギーの電力自立度を高める開発・実証を行います。

　これらのエネルギーネットワークに必要な太陽光発

　太陽光発電や風力発電等の変動する再生可能エネ

ルギー電力を、長期的で大量に貯蔵し、効率的に利

用するシステムの開発を進めています。この再生可

能エネルギーの大量導入の早期実現のため以下の技

術開発を進めていきます。

◦�再生可能エネルギー発電電力に適した水の電気分

解技術

◦�水素ガスから水素キャリア ( 有機ハイドライド、ア

ンモニアなど ) への変換技術

電用大型パワーコンディショナーなどの新技術の性能

試験とこれらを統合するエネルギーマネージメントシ

ステムの性能評価の共同研究を企業・大学などと行

います。

　また、国内外の研究機関と連携し新技術の国際標

準化を目指していきます。

◦水素キャリアから水素を取り出す脱水素技術

◦取り出した水素の高度利用技術の開発

　これらの技術開発では、変動する電力からの水素

製造、流量が変動する環境での水素キャリア変換、

過渡的に変動する熱電需要に対応するコジェネエンジ

ン制御などを重点課題として研究開発を進めていき

ます。

　また、各要素技術を統合したトータルシステムの

実証設備を整備し、実用化を目指していきます。

巻頭特集

 再生可能エネルギーネットワーク開発・実証

 水素キャリア製造・利用技術

太陽光発電
風力発電風力発電

パワエレ

蓄電池蓄電池

再生可能エネルギー
ネットワークと関連機器
の実証（テストベッド）電力系統

受電
設備
受電
設備

太陽電池
試作・開発品

実験別棟

地中熱利用
研究本館

熱電供給
水素エンジンなど水素エンジンなど

水素製造・貯蔵水素製造・貯蔵

柔軟かつ
オープン
制御系

なな
柔軟かつ柔軟かつ
オープンオープン
制御系制御系

燃料電池燃料電池

需要

水素製造

海外からの水素も利用可

H2

H2
H2

H2 水素水素
（（HH22））

電力変動安定化
（長周期）

MCH
（C6H11CH3）

トルエン
（C6H5CH3）

水素エンジン
コジェネシステム

脱水素
電力 温熱・冷熱

電力

企業との連携 産総研オリジナル技術

水素添加

発電

+－
蓄電池

電力変動安定化
（短周期）

世界最先端の再生可能エネルギーネットワーク

再生可能エネルギーからの水素キャリア製造・利用
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　太陽光発電の持続的な普及や発展には、その中心

となる結晶シリコン太陽電池セル・モジュールの一層

の高効率化・低コスト化が必要です。福島再生可能

エネルギー研究所では、結晶シリコン・インゴットの

スライスからモジュール（太陽電池パネル）までの

一貫製造ラインを構築し、20 社を超える国内企業と

　日本の地下に存在する地熱エネルギーの量は世界

第三位といわれていますが、様々な理由によりそれ

を十分に利用できていないのが現状です。福島再生

可能エネルギー研究所では、不確定性や温泉との共

生など地熱エネルギー導入阻害要因の克服、社会・

地下状況に合わせた最適開発手法の提示、工学的手

法による地熱エネルギー利用可能地域の増大を目指

した研究を行います。また、特に東・東南アジア地

の共同研究によって安価で軽量な薄型結晶シリコン

太陽電池の開発を進めていきます。

　量産に対応した先端的な製造技術の開発を民間企

業と共同で行うことにより、太陽電池関連産業の技

術力向上と国際競争力の強化とを図ります。

域での国際連携を通じて地熱発電の導入促進に寄与

します。

　地中熱研究では、地域に存在している地中熱エネ

ルギーの潜在能力を明らかにする地中熱ポテンシャ

ル評価と各地域の地下環境に適した地中熱利用シス

テムの研究開発を福島県、地元大学や企業とともに

進めていきます。

 薄型結晶シリコン太陽電池モジュール技術

 地熱、地中熱の利用促進技術

モジュールの作製モジュールの作製テクスチャの作製テクスチャの作製
接合の形成接合の形成

ウェハのエッチングウェハのエッチング

電極の作製電極の作製

反射防止膜反射防止膜
の作製の作製 インゴットのスライスインゴットのスライス

ウェハの洗浄ウェハの洗浄

電磁気観測など電磁気観測など

観測井観測井

約約
44～～
5
K
m

5
K
m

脆脆性性--延性延性
境界境界

脆性領域脆性領域

延延性性領域領域

天然き裂

熱交換量
[W／m]

44

48

52

56

46

50

54

58

54.0

54.7

57.2
43.9

47.8

55.9

56.3
46.2

58.6

51.1

標高 [m]
1.71e+03
1.49e+03
1.26e+03
1.03e+03
797
567
338
108

-121
-351
-580

地熱貯留層の高度モニタリングと工学的手法による地熱開発 地中熱ポテンシャルマップの構築

薄型結晶シリコン太陽電池の一貫製造ライン
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産総研とは

　産総研は「持続可能社会の構築」を目標として、

21 世紀型課題の解決とオープンイノベーションハブ

機能の強化を目指します。第 3 期（平成 2010 年

度～ 2014 年度）は、政府の新成長戦略に掲げられ

た戦略目標達成に貢献すべく、次の 4 つの研究推進

戦略に取り組んでいます。

 産総研の研究戦略

Ⅰ グリーン・イノベーションの推進戦略
― 環境、資源・エネルギーの制約に挑戦 ―
　人類は急速な科学技術の発展を果たす一方、

その存亡にもかかわるような気候変動などの環

境問題、レアメタル、石油などの資源・エネル

ギー問題などを抱えるようになりました。

　このような地球規模での課題を解決し、持続

可能社会を構築するため、再生可能エネルギー

技術、省エネルギー技術などを柱とする「グ

リーン・イノベーション」を推進します。

◦再生可能エネルギー技術

◦省エネルギー技術

◦資源の確保と有効利用技術

◦基盤となる材料とデバイス技術

◦産業の環境負荷低減技術

◦グリーン・テクノロジーの評価・管理技術

Ⅲ 先端的技術開発の推進戦略
― 科学技術立国と国際競争力の支援 ―
　科学技術立国を支え、わが国産業の国際競争

力を強化するには、先端技術の研究開発は欠く

ことができません。産総研は、新たなイノベー

ションの源泉となる情報通信、デバイス、システ

ム技術、革新的材料とシステム製造技術、サー

ビス産業の支援技術において、新技術、新産業

の創出を目指します。

◦情報通信デバイス、システム技術

◦革新的材料とシステム製造技術

◦サービス産業の支援技術

Ⅱ ライフ・イノベーションの推進戦略
― 豊かな健康生活を目指して ―
　日本は世界有数の健康長寿国であり、質の高

い医療サービス、豊かな健康生活に対する国民

の期待はますます強くなっています。同時に、

少子高齢化に伴う介護負担の問題が深刻化しつ

つあります。国民の期待に応え、顕在化する課

題を解決するため、バイオテクノロジーに加えて

医療機器、介護ロボットの開発など複数の技術

分野に跨った「ライフ・イノベーション」を推進

します。

◦健康を守る技術

◦健康な生き方を実現する技術

◦生活安全のための技術

Ⅳ 知的基盤の整備と推進戦略
― イノベーションと安全・安心への貢献 ―
　知的基盤は特許や著作物、規格・基準、また

研究開発による成果等を体系化したものであり、

わが国の経済活動を支えています。特に、資源

の乏しいわが国では知的基盤の強化が必要です。

産総研は計量標準と法定計量、および地質調査

に関する国際活動においてわが国を代表する責

務を果たしており、これらの整備と高度化を行う

ことで、わが国の産業基盤を強化します。

◦計測評価の基盤

◦計量の標準

◦地質の調査

産総研とは
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　産総研は、持続可能な社会の構築に向けて、地球

温暖化や少子高齢化を始めとした２１世紀型課題の解

決に取り組んでいます。これらの課題の解決には、

再生可能エネルギーや省エネルギー技術を柱とする

グリーン・イノベーションと、バイオテクノロジーや介

護ロボットの開発、創薬技術を柱とするライフ・イノ

ベーションの推進が必要不可欠です。そこで私たち

は、産総研の注力すべき研究として、「豊かで環境に

優しい社会を実現するグリーン・テクノロジー」と

「健康で安全な生活を実現するライフ・テクノロジー」

を二つのテーマとして掲げました。

　そして、この二つの研究開発活動を加速化させる

新たな取り組みとして、STAR 事業（STrategic 

AIST integrated R&D program 産総研戦略的融

合研究事業）を２０１３年にスタートさせています。

大きな産学連携プロジェクトに成長し、社会的・経済

的に大きなインパクトが期待できる研究課題を対象と

して、わが国の産業をリードする世界最高水準の研

究成果を創出することを目的としています。現在は、

IMPULSE（Initiative for Most Power-efficient 

Ultra-Large-Scale data Exploration 高電力効率

大規模データ処理イニシアチブ）とLEAD（Leading 

Engine program for Accelerating Drug 

discovery 革新的創薬推進エンジン開発プログラム）

の２つのプログラムが進行中です。

●  IMPULSE（高電力効率大規模データ処理イニシアチブ）

　 　ビッグデータの活用は、将来、さまざまな社会

的課題を解決する鍵となることが期待されていま

す。超省電力かつ超高性能な革新的データ処理技

術を持つデータセンターを開発し、有効に活用す

ることで、幅広い IT 機器で世界最先端の技術力を

創出します。

● LEAD（革新的創薬推進エンジン開発プログラム）

　 　がんなどの難治性疾患に対する新薬の開発は人

類共通の願いです。最先端研究機関の人材、技術

などを結集し、短時間、低コスト、高い成功率の

スマート創薬プロセスの確立を目指します。将来

的には、がんなどの克服に必要な創薬分野で、１

新薬あたり数百億円以上のコスト削減と、抗がん

剤などの開発の大幅な加速化が期待できます。

 産総研二大テクノロジーとその具体化

Topics
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監事

フェロー

名誉フェロー

研究センター

研究部門

研究ラボ

副理事長
理　　事

環境・エネルギー分野
 研究統括・副研究統括・研究企画室22

20

（0）

※数字は研究ユニット数

（ ）

（ ）

企画本部

コンプライアンス推進本部

イノベーション推進本部
　イノベーション推進企画部
　知的財産部
　産学官連携推進部
　国際部
　ベンチャー開発部
　国際標準推進部
　イノベーションスクール

つくばイノベーションアリーナ推進本部
　つくばイノベーションアリーナ企画室
　つくばイノベーションアリーナ連携推進室
　共用施設調整室
　スーパークリーンルーム運営室　
　パワーエレクトロニクス拠点運営室

環境安全本部

総務本部

評価部

広報部

北海道センター

東北センター

つくばセンター　

　つくば中央第一事業所

　つくば中央第二事業所

　つくば中央第三事業所

　つくば中央第四事業所

　つくば中央第五事業所

　つくば中央第六事業所

　つくば中央第七事業所

　つくば西事業所

　つくば東事業所

東京本部

臨海副都心センター

中部センター

関西センター

中国センター

四国センター

九州センター

福島再生可能エネルギー研究所

ライフサイエンス分野
 研究統括・副研究統括・研究企画室

情報通信・エレクトロニクス分野
 研究統括・副研究統括・研究企画室

●
●

知能システム研究部門

●
情報技術研究部門

●
ナノエレクトロニクス研究部門
電子光技術研究部門

●
ネットワークフォトニクス研究センター

●
デジタルヒューマン工学研究センター

●
ナノスピントロニクス研究センター

●
サービス工学研究センター
フレキシブルエレクトロニクス研究センター

●

●
●

●
●

幹細胞工学研究センター
創薬分子プロファイリング研究センター

ゲノム情報研究センター
糖鎖創薬技術研究センター

●
●
●
●

健康工学研究部門
生物プロセス研究部門
バイオメディカル研究部門
ヒューマンライフテクノロジー研究部門

ナノテクノロジー・材料・製造分野
 研究統括・副研究統括・研究企画室

●ナノチューブ応用研究センター
●集積マイクロシステム研究センター
●グリーン磁性材料研究センター

●先進製造プロセス研究部門
●サステナブルマテリアル研究部門
●ナノシステム研究部門

計測・計量標準分野
研究統括・副研究統括・研究企画室

●生産計測技術研究センター

●計測標準研究部門
●計測フロンティア研究部門

計量標準管理センター

●

●
●

活断層・火山研究部門

地圏資源環境研究部門
地質情報研究部門

地質調査情報センター
地質標本館

地質分野
 研究統括・副研究統括・研究企画室

バイオマスリファイナリー研究センター
触媒化学融合研究センター

メタンハイドレート研究センター
コンパクト化学システム研究センター

●

●
●
●

太陽光発電工学研究センター
先進パワーエレクトロニクス研究センター

●
●

ユビキタスエネルギー研究部門
環境管理技術研究部門
環境化学技術研究部門
エネルギー技術研究部門
安全科学研究部門

●
●
●
●
●

●セキュアシステム研究部門

名誉リサーチャー

監査室

理事長

再生可能エネルギー研究センター●

 組織概要（2014 年 7 月 1 日現在）

産総研とは
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運営費交付金
59,113

施設整備費
補助金
11,383

資金提供型
共同研究収入
3,433

施設整備費
11,585

受託経費
12,069

鉱工業科学技術
研究開発関係費
48,515

間接経費
8,440

収入額
94,036
百万円

支出額
102,452
百万円

地質関係経費
5,548

計量関係経費
6,808

技術指導及び成果の
普及関係経費
9,031

東日本大震災
復興業務経費
456

受託収入
13,186

計量関係収入
283

知的所有権収入
271

その他収入額
6,367

[ 注 1] 百万円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがある。
[ 注 2]  収入及び支出の額は、独立行政法人通則法第 38 条に規定する「決算報告書」の

決算額である。なお、支出の財源には過年度の繰越金が含まれるため、支出額が
当年度の収入額より多くなっている。

2013年度決算額（単位：百万円）

男性 476人
70%

女性 201人
30%

男性 2,071人
92%

女性
190人

8%

■事務系職員

■事務系契約職員

■事務系派遣職員

■研究系職員

■研究系契約職員

■研究系派遣職員

■請負

■名誉フェロー 他

■産学官制度（2013年度のべ人数）職員：役員を含む

請負：SEおよび保守員

フェロー他：名誉フェロー、特別フェロー、最高顧問、特別顧問、研究顧問、研究参与

産学官制度：共同研究、技術研修、外来研究員制度、連携研究、
AISTベンチャー企業などによる受け入れ

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

事務系職員男女比

研究系職員男女比

合計   11,132人
うち役員   13人
国際制度 587人

677
6%

4,643（のべ人数）
42%

703
6%

2,261
20%

2,216
20%

244
2%

230
2%

59
1%

99
1%

 収入・支出

 人員（2014 年 3 月 1 日現在）



組
織
統
治

12 組織統治

　コンプライアンス推進本部は、産総研における各

部署や職員などのコンプライアンスに関する取り組み

を支援するとともに、リスク管理の最終責任部署とし

て関連部署などと連携を図りながら、社会の信頼に

応える組織の構築を推進しています。

●参加型コンプライアンスの推進
　産総研では、個人の意識向上が重要と捉え、コン

プライアンス推進活動が「押しつけ」とならぬよう､

「参加型」コンプライアンス推進を意識して以下の施

策を展開しています。

①   2013 年度は、新規採用職員や契約職員に対し

てコンプライアンスに関する基礎知識の理解を目

的とした研修などを実施しました。

②  コンプライアンス推進活動の一環として、身近な

事例をもとに、コンプライアンスに関する理解をよ

り深めるため、啓発資料「コンプラ便り」を作成し、

所内に４通発信しました。

③  職員一人一人のコンプライアンスに対する意識を

高めるため、役職員などを対象として、「コンプラ

イアンスに関するセルフチェック」を実施し、対象

者全員（5,820 名）が基本的な考え方を再確認

しました。

●リスク管理の取り組み
　産総研では、リスク管理の取り組みとして、各部

署等におけるリスク管理活動プランの策定とその自

己評価を年 2 回（半年毎）実施し、リスク管理のＰ

ＤＣＡを着実に遂行するとともに、情報の共有を図る

ため、各部署等の参考になると考えられる「リスク管

理における取り組み事例」、「リスク管理において教

訓となる事例」を「気づき」の視点として、所内

（イントラ）に公開し、リスク管理に関する意識の醸

成を図っています。

活動プラン設定

活動の是正・改善

リスク管理実行

活動自己評価

Plan

Act

Do

Check

各部署等 各部署等

コンプライアンス推進本部

リスク管理活動
評価票

リスク管理活動に関する情報の取りまとめ
「リスク管理において教訓となる事例」、「リ
スク管理における取り組み事例」の公開

研究ユニット、本部組織、事業組織など部署
単位で「リスク管理活動評価票」を用いて、
年２回（半年毎）リスク管理のＰＤＣＡを実施

報 告
フィードバック

リスク管理のＰＤＣＡサイクル

  情報公開

　産総研では、「独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律」（2002 年 10 月１日施行）に

基づき、研究所の諸活動の透明性を高め説明責任を

全うするように、ホームページなどを通じて情報公開

を積極的に進めています。

  個人情報保護

　産総研では、「独立行政法人等の保有する個人情

報の保護に関する法律」（2005 年４月１日施行）に

基づき、「個人情報保護方針」、「独立行政法人産業

技術総合研究所個人情報保護規程」を定め、研究所

の業務の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権

利利益を保護しています。

　毎年「個人情報保護及び情報セキュリティに関す

るセルフチェック」を実施し、役職員が個人情報など

を含めた情報の適切な管理、情報セキュリティ遵守

への意識の向上に努めています。

  情報公開　個人情報保護窓口

　情報公開法および個人情報保護法に基づく開示請

求については、つくばセンター、各地域センターの

窓口およびホームページ上で受け付けています

（ホームページ受付は情報公開のみ）。また、各窓口

では、開示請求や個人情報保護についての相談も受

け付けています。

年　　度 情報公開 個人情報

2011 3 件 0 件

2012 6 件 3 件

2013 6 件 0 件

情報公開および個人情報の開示請求件数

 コンプライアンスの推進

 情報公開・個人情報保護

コンプライアンスに関する取り組み



組
織
統
治

13組織統治

　最近の論文の疑義に関する調査において、個人の

研究倫理の理解不足が指摘されていますが、当該者

だけでなく、日本の科学界全体での倫理意識の低下

を懸念する声が有識者から出されています。国が研

究開発に大きな資金を投入する根底には、研究開発

への国民の高い信頼があり、もし研究倫理に違反し

た不正行為、いわゆる研究ミスコンダクトが発生した

場合には、国民からの信頼が損なわれ、今後の研究

開発が成り立たなくなることは言うまでもありません。

この様な状況を踏まえ、産総研においても、研究ミ

　産総研では、監査室を理事長直属の独立した組織

として位置づけ、監事および会計監査人と連携しな

がら、①業務の有効性および効率性、②事業活動に

係る法令等の遵守、③資産の保全、④財務報告書等

の信頼性の実現のため、各業務が適正かつ効率的に

機能しているかモニタリングし、その結果を踏まえて、

スコンダクト防止の強化に向けたアクションプランと

して、全職員および研究に携わる契約職員と外来研

究員を対象とした「研究者行動規範に係る研修」を

2014 年 4 月より開始しました。座学の研修を 4 月、

5 月の 2 カ月間に集中的に 10 回開催し、座学の研

修を受けられなかった対象者には、e- ラーニングによ

る「研究者行動規範に係る研修」を実施しました。

その結果、6 月末までに全ての対象者が受講を終了し

ました。産総研では今後も対象となる職員などへ研

究者としての行動規範の周知徹底を行います。

業務の改善提言などを行っています。

　2013 年度は、監査の必要性の高い業務につい

て監査を実施し、当該業務の合規性、有効性、効率

性の把握と課題等の抽出、監査対象部署に対しての

改善提言などを行いました。

産総研における監査の連携

 「研究者行動規範に係る研修」の実施

 内部監査

 

内部監査 監事監査 
 会計監査人

監査 

監査範囲
○業務監査
○会計監査 

○業務監査
○会計監査 

○会計監査

監査の観点 

○リスク管理、内部統
制の整備及び運用状
況の適正性  

○業務効率化 

○業務運営状況の適正性 
○財務諸表等の適正性 

○財務諸表等の適正性
 

 連 携 連 携

2014 年 4 月 15 日に産総研共用講堂で行われた「研究者行動規範に係る研修」の様子
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細胞チップを用いたマラリアの早期診断技術
　マラリアは HIV、結核とともに世界三大感染症の一つに数えられ、
世界 100 カ国以上で年間約 2 億人が感染し、66 万人が死亡してい
ます。マラリアに対する国際的な取り組みが求められる中、産総研
四国センターでは細胞チップを用いた画期的な早期診断技術を開発
しました。

  専門の異なる 3 人がマラリアに挑む

　マラリアの発生が多いのは、アフリカや東南アジア

など亜熱帯・熱帯地域です。ハマダラ蚊が媒介して

感染することから、水たまりにボウフラがわくような

劣悪な環境下なら温帯でも発生し得るうえ、地球温

暖化の進行や、人の動きがグローバル化している社

会背景のもと、今後さらに感染地域が拡大する恐れ

もあります。

　そのため、WHO（世界保健機関）をはじめとする

国際機関や各国の研究機関、企業などが、マラリア

の克服に向けた治療薬の開発や防蚊対策に取り組ん

でいます。そうした中、産総研四国センターの健康

工学研究部門バイオマーカー解析研究グループは、

「診断」という側面からマラリアにアプローチしました。

アフリカや東南アジア地域における、産総研オリジナ

ル技術による新しい形での貢献を目指しています。

　「まったくバックグラウンドの違う3 人が集まり、そ

れぞれの技術と知識を掛け合わせて見つけた出口が

マラリアでした」と、産総研らしい異分野融合研究が

実現したと語る片岡正俊研究グループ長。集まった

のは、マイクロチップによるバイオマーカー（身体の

異状を知る指標）解析を専門とする片岡研究グルー

プ長（歯学博士）、マラリアの基礎生物学を専門とす

る八代聖基主任研究員（薬学博士）、細胞チップを

使った生化学物質の測定を専門とする山村昌平主任

研究員（工学博士）の 3 人です。

  大量の細胞を一層に並べて検出

　現在のマラリア診断にはどのような課題があるので

しょう。「診断法の主流は、赤血球をギムザ染色注 1

して光学顕微鏡で観察する古典的な方法 ( 約 40

分 ) です。しかし感染初期段階での見極めが難しく、

観察者の熟練度に左右されることから、感染の見落

としや治療の遅れが大きな問題となります。また、特

定のタンパク質を見つけるイムノクロマト法注 2 は擬

陽性の問題があり、不要な薬の投与は薬剤耐性マラ

リアの蔓延につながりかねません。特定の遺伝子を

見つける PCR 法注 3 の場合は、専用装置や長時間の

煩雑な操作が必要な点が課題です」と八代主任研究

員。

　こうした課題を克服することが的確な治療や死亡率

の低下に直結するため、簡単で早く正確に診断でき

る技術の開発には大きな意味があります。そこで、

できるだけ多くの細胞の中から感染した細胞を簡単

に見つけ出せる細胞チップの開発に挑みました。

　「3 cm×7 cm のチップに、直径 100 µm・深

さ 50 µm の微小穴（マイクロチャンバー）を約 2

万個並べ、穴のデザインや表面処理などの工夫によ

り赤血球を均一かつ一層に並べることに成功しました。

1 つの穴に赤血球が 100 個、1 枚のチップで 200

万個の細胞を一度に見ることができ、そこに感染した

赤血球が 1 個でもあれば見つけ出せます」と山村主

任研究員。現在主流のギムザ染色法に比べ、検出感

度は一気に 200 倍も向上したといいます。マラリア

原虫は赤血球の中に寄生しますが、この診断法なら

赤血球を壊さず簡単に検査でき、これまで何時間も

かかっていたものが約 15 分という短時間で結果が

出ます。

研究特集：世界に拡がる産総研の研究

実験室にて
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  フィールドテストと診断装置開発

　2013 年から、ウガンダ共和国のグル大学ラチョ

病院で、マラリア患者の血液を用いたマラリア診断

デバイスのフィールドテストが始まりました。

　「残る課題はコストです。検出には DNA マイクロ

アレイスキャナというごく一般的な装置を使いますが、

高額なため現地での普及は困難です。そこで企業と

の共同研究で、安価な検出装置の開発を進めていま

す。WHO からの要望でもコストは極めて重視されて

おり、その壁を克服しなければ実用化には至りませ

ん」と片岡研究グループ長。

　研究グループの 3 人はフィールドテストや現地調

査のため度々アフリカを訪れていますが、現地に行

かなければわからないことがとても多いといいます。

例えば頻繁に停電が起こるためバッテリー駆動の装置

が必要なこと、あるいは陸路輸送の際には悪路であ

るため装置に深刻なダメージを与えることなど、現地

での貴重な経験を診断装置の開発にフィードバックし

ています。

  国際貢献や応用に広がる可能性

　診断装置が完成したら、WHO や JICA（国際協力

機構）など国際的なルートでマラリア感染地域に届

けることになります。そして、雨期直後などマラリア

が発生しやすいシーズンを選び、例えば小学校で集

団検診などをして早期発見に役立てるよう想定してい

ます。

　将来的には、この診断デバイスを使ってマラリアの

キャリアを発見し、撲滅に役立てることや、細胞チッ

プを改良して薬剤耐性マラリアの解析に役立てること

も考えられます。「この技術を応用し、ガンの転移・

再発に関わる血中循環ガン細胞（CTC）を検出する

研究がスタートしています。どんな細胞でも並べられ

ますので、既存の技術が及ばない領域の細胞解析技

術として世に出していけたらと思います」と意欲的な

山村主任研究員。

　「一つの技術がさまざまな出口に向かうのはとても

面白いことです。これは、産総研で背景の異なるメ

ンバーが集まったからこその成果。多分マラリアの専

門家が 3 人いても、バイオチップの専門家が 3 人い

てもできなかったでしょう」と片岡研究グループ長。

八代主任研究員も、「とても風通しの良いチームで、

常に話ができる雰囲気があり、アイディアが次々に沸

いてきます」と異分野融合の刺激に満ちた研究環境

を語ります。今後も、この研究チームだから踏み出

せる新たな一歩や独自の展開が期待されます。

注 1： マラリア原虫の染色法として開発された血液標本
染色法の 1 つ

注 2： セルロース膜上を被検体が試薬を溶解しながらゆっ
くりと流れる性質（毛細管現象）を応用した免疫測
定法。妊娠診断、インフルエンザ診断などに利用。

注 3： 微量の DNA を、その複製に関与する酵素ポリメ
ラーゼを用いて、大量に増やす方法。

マラリア培養室

左から

健康工学研究部門　バイオマーカー解析研究グループ　主任研究員

八代　聖基（やつしろ　しょうき）

健康工学研究部門　バイオマーカー解析研究グループ　研究グループ長

片岡　正俊（かたおか　まさとし）

健康工学研究部門　バイオマーカー解析研究グループ　主任研究員

山村　昌平（やまむら　しょうへい）
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  硬さを測るルールと国際比較

　ものづくりをするとき、材料にどれだけの強さがあ

るかを知る必要があります。しかし検査のために製品

を壊すことはできません。そこで、強さを表す指標と

して使われるのが「硬さ」の値です。

　硬さを測る主な方法として、ピラミッド形状のダイ

ヤモンド（圧子）を材料に押し込み、くぼみの深さを

測るロックウェル試験、くぼみの面積を算出するビッ

カース試験などがあります。くぼみが大きければ柔ら

かく、小さければ硬いと判断されます。

　「まったく同じ材料でも、測定方法によって出てく

る硬さの値はまったく異なってしまいます。そのため、

必ず測定方法を参照しなければなりません。測定

ルールは ISO（国際標準化機構）で決められ、その

下に産総研のような各国の国家計量標準研究機関が

あります。またメートル条約に基づく国際度量衡委員

会質量関連量諮問委員会（CIPM CCM）のもと、

産総研が所属する硬さワーキンググループが国際比

較を行い、硬さの値が国際的に同じであることを確

認します。こうした手続きを経て、各国の校正ラボや

ユーザーが同じ値で測れるようにしているのです」と、

硬さの世界を解説する服部浩一郎主任研究員。

2000 年から計測標準研究部門で微小硬さ試験の

研究を手掛け、国際的な議論の場に継続的に参加し

てきました。

  微小硬さの国際規格が発行

　微小硬さ試験では、わずか 1 マイクロメートル

（µm）程度の非常に薄い膜の特性を測ることができ

ます。測定方法は、コイルに電流を流し、その反発

力でバネで支えられた圧子と呼ばれる針を材料（薄

膜）に押し込み、圧子を押し込む力とくぼみの深さ

を解析する「ナノインデンテーション試験」と呼ばれ

るもの。くぼみの深さは膜の 10 分の 1 ほどのナノ

領域で、AFM( 原子間力顕微鏡 ) を使わなければ見る

ことができません。

　「この試験方法は、国際規格 ISO 14577 として

2002 年に発行されました。当時は半導体技術の高

度化が進んでいましたが、電気的にどれほど優れた

半導体材料であっても強さが伴わなければ製造プロ

セスに耐えられません。膜の強さ（＝硬さ）を測る

装置は各国・各社から販売されていたものの、測定

法によって値が異なるため統一基準が求められていま

した」

　ちょうどその頃、服部主任研究員はたまたま研究

に用いていた株式会社エリオニクスの超微小押し込

み硬さ試験機について、ソフトウェアに改良の余地が

あることを発見しました。そこで規格発行の翌年、

「地域中小企業支援型研究開発事業」（2003 年）

によりナノ硬さ試験機の高度化支援を実施。解析ソフ

トウェアを ISO14577 に整合させる共同研究を行

いました。その結果、翌年同社から発売されたリ

ニューアル機の売上げが急伸するという目覚ましい成

果をあげています。

研究特集：世界に拡がる産総研の研究

ナノ領域で硬さを測る ─微小硬さの国際標準─
　産総研は、産業を支える共通の「ものさし」である計量の国家標準を維持する、国内唯一の研究機関
です。計測標準研究部門では、半導体産業などで重要性が高まっている微小硬さ試験について、日本を
代表して各国と活発な議論を交わすなど国際標準化活動で活躍しています。

試験機を校正中
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t   新しい材料を測るために

　「国際規格は、技術の進歩に合わせて 5 年に 1 回

見直されます。しかし ISO 14577 については、活

発な議論が交わされたものの 2007 年には改訂に至

りませんでした。次々と開発される新技術をどこまで

取り込んで規格に反映させるか、その判断が非常に

難しかったのが大きな理由です」

　そうした背景のもと、服部主任研究員は 2010 年

からエリオニクス社と 2 件目の共同研究をスタートさ

せています。テーマはユーザーのニーズを反映した

もので、ゴムのような柔らかいものを測るための技

術の開発。材料技術の進歩により続々と新素材が開

発されるため、硬いものから柔らかいものまで適切

に測れる試験機は、今後さらに必要性が高まると思

われます。国際規格は 2012 年に ISO 14577 最

終国際規格案となり、承認を待つこととなりました。

さらに 2013 年から同社と 3 件目の共同研究が始

まり、改良が進んでいるとのこと。硬さ標準の整備

に終わりはないようです。

  インパクトより世界的ハーモナイズ

　「硬さ標準の議論をリードしているのは、日本、ア

メリカ、ドイツ、イタリア、イギリス、韓国など自動

車産業が盛んな国です。硬さのルールを乱暴にひっ

くり返すと多くのユーザーが困ることになりますが、

新しい技術を測る新しい基準も迅速に整備する必要

があります。そのバランスを取りながら国際規格を

改訂していくため、各国の代表が集まって議論を重

ねています」

　ISO や国際度量衡委員会傘下のワーキンググルー

プでの議論は、毎年ほぼ同じメンバーが顔を揃える

そうで、会議が終われば打ち解けてお酒を酌み交わ

す気心の知れた仲間だといいます。

　「国際標準化活動の場では、顔の見える研究者で

あることが重要です。なぜなら、この分野はインパク

トよりもハーモナイズが重視されるからです。私たち

は、国際的に同じ値で測定できていることを担保す

る役割も担っています。仮に日本の技術だけが突出

しても、他の国々で測れなければ意味がありません。

日本の製品を輸出するとき、その性能を正しく評価し

てもらうには、世界共通のものさしが必要です。で

すから私たちは常に世界に目を向け、みんなが納得

し、みんなが使えるインフラ的技術の開発を目指し

ています」

　技術を社会に橋渡しするためには、「ものさし」を

一致させる計量標準が必要不可欠です。服部主任研

究員は、10 年後も変わらない日本の値を維持するた

め、世界を相手に研究を繰り広げています。

計測標準研究部門　音響振動科　強度振動標準研究室　主任研究員

服部　浩一郎（はっとり　こういちろう）

くぼみの深さで硬さを測る 改良を重ねてきたナノ硬さ試験機
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研究特集：世界に拡がる産総研の研究

  国際安全規格が正式発行

　いま日本では、多くの企業が生活支援ロボットの開

発を手掛け、産業化を目指しています。しかし、人

に対する安全が確保されなければ普及には至りませ

ん。産業用ロボットや医療用ロボットと違い、ロボット

操作に習熟しない不特定多数の人が扱うことになる

ため、生活支援ロボット独自の安全基準が必要となり

ます。

　そこで、第三者機関が安全性を保証する新しい仕

組みづくりをしようと、新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）の「生活支援ロボット実用化プ

ロジェクト」が 2009 年から実施されました。これ

に産総研を含む公的 8 機関と企業など 20 社が参加。

研究の対象となったのは、自律移動型、装着型、搭

乗型の 3 タイプの生活支援ロボットです。

　このプロジェクトにより2010 年に世界初となる

「生活支援ロボット安全検証センター」を開設され、

最終年度の 2014 年 2 月 1 日には国際安全規格

ISO13482 正式発行という大きな成果をあげてい

ます。 すでに、「ロボットスーツ HAL® 福 祉 用 」

（CYBERDINE 株式会社）が ISO13482 原案で

認証され、ロボット介護機器「リショーネ ®」（パナ

ソニック株式会社）と「エリア管理システム」（株式

会社ダイフク）が正式発行後初となる認証を取得しま

した。この認証により、生活支援ロボットの人に対す

る安全性が世界に向けて証明されます。

  安全の解釈や基準を徹底的に議論

　生活支援ロボットの安全基準づくりは、どのように

進められたのでしょう。今回の 5 カ年プロジェクトを、

「山頂が雲に隠れて見えないエベレストに、手探りで

登るようなもの」と、知能システム研究部門の大場

光太郎副研究部門長は振り返ります。

　「まず公的 8 機関で、国際規格策定という最終目

標に向けて研究開発項目と試験方法を作成しました

が、世界に前例がないため合意形成に丸 3 カ月を費

やしました。

　それをもとに企業と話し合ったところ、各社ともロ

ボットの解釈も違えば、安全の概念や基準もバラバ

生活支援ロボットの国際安全規格を策定
　少子高齢化が進む中、高齢者の介護や家事などに役立つ生活支援ロボットに期待が寄せられています。
ロボットが生活の場に入り込み、人と密接に関わるとき、まず求められるのが安全性の評価です。産総研
は、世界初の「生活支援ロボットの安全基準づくり」において中心的な役割を果たしました。

ロボットスーツＨＡＬ® 福祉用」が生活支援ロボットの国際安全規格の認
証を取得
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生し、生活支援ロボット安全検証センターは生活支援

ロボットの安全を検証する世界初の拠点として広く認

知されました。

  安全評価技術のコンサルタントへ

　国際安全規格が正式発行しても、「まだエベレスト

に登頂した感はありません。今もプロセスの途中で、

今後この規格をどう変えていくかフォローしなければ

なりません」と大場副研究部門長は語ります。

　「これまでの規格は基準値を示した基準認証ですが、

ISO13482 には基準値がなく、測る物差しだけを

用意したプロセス型認証（コンセプト認証）です。ロ

ボット分野では今後、これまでの枠組みに収まらない

技術がどんどん開発されていくでしょう。だからこそ、

物差しで測り、どう解釈するかその都度考えるという

ような、新しい概念の評価技術が必要なのです」

　こうした新しい評価技術の出口として、これまでの

技術移転型ではなくコンサルタント型の展開が必要

だと大場副研究部門長は強調します。

　「例えば走行型ロボットの認証を取っても、日本で

は道路交通法をクリアしない限り道路を走ることがで

きません。本来は設計段階で、法整備を含む社会シ

ステムデザインから考える必要があります。しかし、

社会科学、法律、システム開発などの専門家をつな

ぎ、文系と理系の接点で話ができる人材はとても少

ないのが現状です」

　コンサルタント活動を通して産総研がそうした橋渡

しを担えるか。エベレストへの挑戦は続いていきます。

ラで、再び議論に次ぐ議論の毎日でした。人の安全

を守るということは、高信頼のロボットをつくるという

ことと同じです。一番難しいのはソフトの高信頼化で、

システムの安全度水準を表す SIL（Safety Integrity 

Level）という尺度がありますが、私としては最高水

準の SIL4（航空機のシステムレベル）か一つ下の

SIL3 をクリアしたいと考えていましたので、それに

関連する議論を参加企業の方と積み上げていくわけ

です」

　仮に同じロボットであっても、例えば介護施設で使

うのか家庭で使うのかによってリスクアセスメントは

まったく違ってきます。そのため安全技術の開発は、

使用環境や用途を明確にしてリスクアセスメントシー

トを作成するところから始まり、それに基づきリスク

を低減する技術を開発し、走行試験、対人試験、強

度試験、EMC（電磁両立性）試験など必要な安全性

試験を実施していきました。

  世界が目を見張る安全検証センター

　生活支援ロボットの安全性を検証するための手法

や安全性試験のデータをまとめ、ISO 規格委員会で

欧米やアジア各国の委員に規格を提案しましたが、

そこでも困難が待ち受けていました。

　「実は、生活支援ロボットの産業化を真剣に考えて

いる企業があるのは日本だけです。アメリカは軍事

用と宇宙用ロボット、ドイツは産業用ロボットに熱心

で、そちら側の視点でしか生活支援ロボットを考えら

れません。出される意見は机上の空論ばかりでした」

　そうした袋小路を打破したのは、2013 年に東京で

ISO 規格委員会が開かれた際、各国の委員に日本の

生活支援ロボット安全検証センターを公開したことで

す。それまで海外からの見学依頼は一切断っており、

この時が海外への初公開でした。

　「アメリカやドイツの委員から、日本はここまで進め

ているのかと驚かれました。きちんと実験をした上で

提案しているとわかって信頼が築けたようで、その日

を境にいきなり日本の提案が通るようになったので

す」

　こうして日本発の国際安全規格 ISO13482 が誕
知能システム研究部門　副研究部門長

大場　光太郎 （おおば こうたろう）
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　わが国の産業界が再び活力を取り戻すには、産業

技術を裏付けにした産業再創造が不可欠です。その

ためには革新的技術を世界に先駆けて事業化するこ

と、すなわちイノベーションの継続的創出による産業

競争力の強化が求められています。

　一方、国内市場の縮小と新興国市場への対応のた

め、企業による製造拠点の海外展開は避けられませ

ん。さらに、企業の自前主義が難しくなりつつある

中、国内の雇用を量的に維持し質の面で高めるため

には、研究開発や標準化、人材育成などイノベー

ション創出の拠点を国内につくり込んでいくことが必

要です。

　産総研は日本を代表する公的研究機関として、多

様な研究人材、先端的な研究インフラ、技術融合や

人材育成の仕組み、地域拠点とそのネットワークなど

を活用・発展させ、産学官との連携の中核的な役割

を担っています。そのために産総研は、“オープン・

イノベーションハブ機能の強化” をイノベーション推

進戦略の目標とし、多様な人材や組織・機関を集積

させ、世界の研究機関とのネットワークを効果的に活

用しながら、産業界に有用なプロジェクトを推進して

いきます。また、研究成果の蓄積、先端的な研究イ

ンフラの整備、人材の育成を継続的に進め、さらに

は研究開発や産業化に関わる研究支援体制の強化を

中長期的な視点で行っています。

　具体的には、以下のハブ機能強化のための 3 つ

のステージにおいて戦略的な取り組みに努め、グ

リーンイノベーションやライフイノベーションなどの

推進を図ります。

持続可能な社会の構築に向けて

オープンイノベーションハブ
 オープンイノベーションハブ機能の強化

ステージ 1：  有望な研究シーズを生み出す  
・研究成果活用機能の強化 
・多様な人材の集積と育成

ステージ 2：  筋の良い技術に育てる 
・産業界との協働プロジェクトの拡充 
・   地域におけるオープンイノベーション

の推進 
・グローバル化によるハブ機能の強化

ステージ 3：  市場への出口を創出する 
・拠点機能の整備  
・産業界等とのネットワークの強化

!

!

オープンイノベーション
ハブ機能の強化による
イノベーション創出へ

海外大学

大学

高専
企業

海外企業 海外研究機関

他県公的
研究機関

自治体
公的
研究機関
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 　産総研には独自に開発した最先端機器や研究に

よって蓄積したノウハウが詰まった装置が多数あり、

成果普及の一環としてこれらを一般に公開しています。

つくばイノベーションアリーナ (TIA) には、このよう

な共用施設として、イノベーション創出機器共用プ

ラットフォーム（IBEC）に属する約 120 台の先端

計測装置類と、スーパークリーンルーム産学官連携

研究棟（SCR）に設置された約 150 台のナノデバ

イス関連装置群があります。

　これまで、これらの施設は共同研究や技術研修な

どによる外部利用が主でしたが、新しい共用施設等

利用制度が 2013 年 12 月より施行され、装置群

毎に順次適用され、これまでより簡便に利用できるよ

　インターネットでやりとりされる情報量は、年率数

十パーセントの勢いで増大し、過去十年間で 10 倍

以上になっています。ところが、情報量とともにネッ

トワーク全体が消費する電力も同様に増大しているた

め、このままでは電力制限がボトルネックとなりネット

ワークの持続的発展が難しくなります。

　そこで産総研は、情報量が増えても消費電力はほ

とんど増えない新しいネットワーク技術の創出を目指

して、「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」

を形成しています。そこでは、シリコンフォトニクス

技術、光信号処理技術、ネットワーク資源管理技術

など、産総研の多岐にわたる要素技術を活用し、関

連する協働企業１０社などと連携しながら、垂直融合

的に研究開発を推進しており、2014 年 10 月に、

うになりました。この制度は利用約款に基づいている

ため手続きが簡便で、知的財産権の帰属や秘密情報

管理についても明瞭に規定されています。利用者は

単価表に基づく利用料で、デバイス加工や計測を自

ら行うこともオペレーターに依頼することもできるな

ど、柔軟な技術支援を受けることができます。

　また、2013 年 9 月よりTIA-nano 4 機関の共用

施設を網羅した「つくば共用研究施設データベース」

の運用も開始しました。このデータベースでは、産

総研だけでなくTIA-nano 4 機関の共用施設で公開

している装置を一度に検索することで、どの施設に求

める機能を持った装置があるのかを簡単に知ることが

できます。

大規模実証実験テストベッドの公開デモを企画してい

ます。

 つくばイノベーションアリーナ (TIA) 共用施設

 光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点

イノベーション創出機器共用プラットフォームスーパークリーンルーム産学官連携研究棟

光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点が目指す「ダイナミック光パス
ネットワーク」
※ WSSは波長選択スイッチ、ODUはOptical Channel Data Unitの略 
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持続可能な社会の構築に向けて

　産総研は、産業活動において利用される技術に関

し、研究者・研究費・設備などを出しあって共同で研

究開発を実施する技術研究組合（以下、「組合」）の

一組合員となり、計画立案から研究実施、成果の活

用にいたるまで、組合事業に貢献しています。

　特に、産総研の「人」や「場」を組合事業に活用

することで、組合事業を通じて異なる組織や人やそ

の知が交流する協創場として機能し、オープンイノ

ベーションの推進に貢献することを目指しています。

　産総研の「人」は、研究員をはじめ、プロジェクト

リーダー、役員などとして組合に参加しています。ま

た、産総研の施設・設備などを組合に参画している

産業界や大学の研究者が集中的に研究を実施する

「場」として、提供しています。

●技術研究組合への参画実績（2013 年度）
◦  23組合に参画（産総研以外の組合員数（延べ）：400社、

30機関、10大学）

◦産総研にて集中研究を実施 �（表中のＡ、16組合）

◦�プロジェクトリーダーを産総研の研究者が務め、プロ

ジェクト全体のマネジメントを担当��（同B、８組合）

◦役員に産総研の役職員が就任 ��（同C、１7組合）

●技術研究組合の紹介
次世代バイオ医薬品製造技術研究組合（MAB）

［設 立］2013 年 9 月

［現 組合員］旭化成メディカル株式会社、エイブル

株式会社 、 株式会社カネカ、 株式会社京都モノ

テック、 株式会社 chromocenter、 株式会社

島津製作所、ジーエルサイエンス株式会社 、 JX

日鉱日石エネルギー株式会社 、 JSR ライフサイ

エンス株式会社 、 JNC 株式会社 、シャープ株

式会社 、住友ベークライト株式会社 、住友電気

工業株式会社 、第一三共株式会社 、ダイソー株

式会社 、東京化成工業株式会社 、東ソー株式

◦��組合員企業からの出向研究員に対する技術指導・

支援、装置使用のノウハウなどを提供

技術研究組合名
1 太陽光発電技術研究組合（PVTEC） Ａ Ｂ Ｃ

2 技術研究組合リチウムイオン電池材料評価研究センタ－（LIBTEC）Ａ   Ｃ

3 技術研究組合 FC-Cubic（FC-Cubic） Ａ   Ｃ

4 技術研究組合次世代レーザー加工技術研究所（ALPROT） Ａ   Ｃ

5 技術研究組合次世代パワ－エレクトロニクス研究開発機構（FUPET）Ａ Ｂ Ｃ

6 技術研究組合単層 CNT 融合新材料研究開発機構（TASC） Ａ Ｂ Ｃ

7 エピゲノム技術研究組合（EPiRA）

8 基準認証イノベーション技術研究組合（IS-INOTEK）

9 幹細胞評価基盤技術研究組合 (SCETRA）     Ｃ

10 技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（PETRA） Ａ   Ｃ

11 次世代化学材料評価技術研究組合 (CEREBA) Ａ   Ｃ

12 次世代プリンテッドエレクトロニクス技術研究組合（JAPERA）Ａ   Ｃ

13 次世代天然物化学技術研究組合 Ａ Ｂ Ｃ

14 技術研究組合 NMEMS 技術研究機構（NMEMS） Ａ Ｂ Ｃ

15 技術研究組合制御システムセキュリティセンター（CSSC） Ａ   Ｃ

16 ファインセラミックス技術研究組合（FCRA) Ａ

17 ミニマルファブ技術研究組合 Ａ Ｂ Ｃ

18 高機能遺伝子デザイン技術研究組合（TRAHED) Ａ

19 高効率モーター用磁性材料技術研究組合（MagHEM） Ａ Ｂ Ｃ

20 技術研究組合国際廃炉研究開発機構（IRID）     Ｃ

21 次世代バイオ医薬品製造技術研究組合（MAB）

22 未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合（TherMAT）   Ｂ Ｃ

23 新構造材料技術研究組合（ISMA）

会社 、TOTO 株式会社 、 株式会社ネオ・モルガ

ン研究所、 株式会社日立製作所、藤森工業株式

会社 、三菱化学株式会社 、横河電機株式会社 、 

株式会社ワイエムシィ、 株式会社ニッピ、国立大

学法人神戸大学、国立大学法人徳島大学、一般

財団法人バイオインダストリー協会、 一般社団法

人日本血液製剤機構、独立行政法人産業技術総

合研究所（25 社・2 大学・3 機関）

【研 究概要】組合員の協同により、次世代バイオ医

薬品（抗体医薬）を国際基準に適合して製造す

る高度・高効率な製造技術開発を行います。

 技術研究組合への参画
産総研が参画する技術研究組合一覧（２０１4 年３月３１日現在）



オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

23オープンイノベーション

●技術研究組合の紹介

未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合
（TherMAT)

［設 立］2013 年 10 月

［現 組合員］トヨタ自動車株式会社、アイシン精機株

式会社、カルソニックカンセイ株式会社、 一般財

団法人金属系材料研究開発センター、セントラル

硝子株式会社、東レ株式会社、日本サーモスタッ

ト株式会社、パナソニック株式会社、日立アプラ

イアンス株式会社、株式会社日立製作所、富士

フイルム株式会社、古河機械金属株式会社、

古河電気工業株式会社、株式会社前川製作所、

マツダ株式会社、三菱重工業株式会社、三菱

樹脂株式会社、美濃窯業株式会社、株式会社安永、

独立行政法人産業技術総合研究所（18 社・2

機関）

【研 究概要】運輸などの分野において、利用されるこ

となく環境中に排出されている膨大な量の熱エネ

ルギーを削減・回収・利用する要素技術を革新し、

システムとして確立することで省エネ・省 CO2 を

促進し、それにより国際競争力の向上を目指しま

す。

国産技術を用いた医薬品製造技術の基盤を確立し、
高品質バイオ医薬品の製造をリーズナブルなコストで実現

次世代バイオ医薬品の世界市場の創出
次世代バイオ医薬品の製造技術の創出

高効率かつ大量に合成

遺伝子安定化培養細胞
による生産

＋ 担体
［ナノテク・部材］

特殊な担体を持つカラムによる精製

カラム

安価で溶出成分ゼロのポリマーを使用したシングルユースシステムの開発
ポリマー

［ナノテク・部材］＋培養槽 センサー
，

先進解析技術による翻訳後修飾（糖鎖等）の解析技術の開発

解析装置＋センサー

①先進的生産技術の開発 ②高度ﾀ ｳ゙ﾝｽﾄﾘｰﾑ
技術の開発

③先進的品質評価
技術の開発

④ 国際基準に適合した次世代プラットフォーム技術の確立

a)生産細胞構築技術、b)高性能細胞培養技術
抗体精製
NEDO成果

糖鎖解析
NEDO成果

●ニーズプル型の研究開発（運輸・産業・民生分野）→明確な実用化シナリオ
●大きなリスク課題（高いスペック部素材）へのチャレンジ→１０年後を見据えた研究開発
●垂直連携による研究開発、異業種企業からなる組合→迅速な事業化、シナジー効果
→日本が強みを持つエネルギー効率の高い素材、製品へ

民生分野 産業分野

熱の３R 運輸分野（次世代自動車の例）
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持続可能な社会の構築に向けて

　産総研は共同研究の実施、技術研究組合への参画、

客員研究員の招聘などを通して研究員の受け入れを

推進しています。それと併せて、受託研究、技術研

修、技術相談、依頼試験、研究試料提供なども実施

し、企業などの研究開発や製品開発に貢献していま

す。

  外部研究員の積極的な受け入れ実績

●共同研究での外部研究員の受け入れ
2013 年度実績：1,971 名

　産総研にある最先端の設備・機器などを利用して

共同研究を効果的に実施するために、共同研究の相

手機関から研究員を積極的に受け入れています。

●人材移籍型共同研究の実施
2013 年度実績：1 件（4 名の産総研への移籍）

　共同研究の相手機関の研究員が産総研に移籍し

（相手機関は人件費相当額を研究資金として負担）、

産総研の研究インフラと研究人材をフルに活用して、

共同研究の深化と双方の研究開発の加速を図ってい

ます。

●外部研究員の活躍例
　産総研研究者と外部研究員が協力してさまざ
まな研究に取り組んでいます。
　◦  製造コストの大幅削減と変換効率の最大化

を同時に実現する次世代の結晶シリコン太
陽電池について、材料から最終製品までの
一貫した研究開発を実施

　◦  低炭素社会の実現を目指して、超高耐圧
SiC パワー半導体の実用化の研究を実施　

　　など

  共同研究・受託研究などの実績

　共同研究は、企業、大学や公設試験研究機関など

と産総研が、共通の目的、目標のもとに協力しなが

ら研究開発を行う制度です。単独研究では生み出せ

ない新たな成果の創出を目指します。受託研究は、

企業などから委託された研究を産総研が実施する制

度です。自社にない技術を必要とする研究について

も、産総研の研究ポテンシャルを活用して進めること

ができます。

 産学官連携の場を提供し、研究員の受け入れを推進
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　産総研では、研究開発成果を活かして標準化活動

に取り組んでいます。ＩＳＯ（国際標準化機構）やＩＥＣ

（国際電気標準会議）などの国際標準化委員会等に

おいて、産総研職員から議長など役職者として４９名、

エキスパート１９９名が参加し、活躍しています。

　２０１３年度には、「公共空間に設置する移動支援

用音案内」や「屋内照明環境下における光触媒材料

のセルフクリーニング性能試験方法」など、国内・

国際計３６件の標準提案を行いました。

　また、標準化や認証の重要性と課題を企業や行政

などの関係者と共有し、取り組みの強化を図ることを

目指して、２０１１年から毎年国際標準推進戦略シン

ポジウムを開催しています。２０１４年度も、１１月に

行われるＩＥＣ東京大会において、併催イベントとして

シンポジウムを開催する予定です。

　産総研はわが国の産業競争力の強化に向けて、日

本企業の海外展開支援を行っています。特に成長著

しいアジア諸国においては、産総研と各国の公的研

究機関との研究連携に日本企業が参加する形で、共

同研究を実施してきました。

　2013 年 12 月には、産総研とインドネシアの公

的研究機関および在インドネシア日系企業の間の交

流促進と、今後の新たな研究連携の探索を目的とし

て、「産総研イノベーションワークショップ in インドネ

シア」をジャカルタで開催しました。これは産総研に

とって 2 回目となる単独主催の海外ワークショップで、

約 200 名の参加がありました。産総研や関係機関

による講演を通して、日本とインドネシアの共通の関

心事項である再生可能エネルギーに関する共同研究

の事例を紹介しました。

 国際標準化の推進

 わが国の産業競争力強化に向けた企業の海外展開支援
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エキスパート活動実施者

産総研イノベーションワークショップ in インドネシア
（2013 年 12 月 20 日）
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持続可能な社会の構築に向けて

　産総研は世界の 34 研究機関と包括研究協力覚書

を締結し、国際的な研究協力や組織的な人材交流を

進めています。このネットワークを活かして、2013

年 10 月に、第 2 回世界研究機関長会議を産総研と

理化学研究所が共同で開催しました。この会議は、

世界を代表する研究機関の長が一同に会し、科学技

術の将来、各研究機関の役割、研究機関同士の連携

について討議することを目的としています。今回は世

界 13 カ国から 16 研究機関の代表者が集まり、地

球規模課題の解決に向けた「頭脳循環と国際連携」

をテーマに活発な議論が行われました。参加者はこ

のテーマについて、各研究機関の取り組みに基づく

知識と経験を共有し、それを踏まえて国境や専門を

越えた共通の協力枠組みの構築を今後さらに推進し

ていくことを確認しました。

 地球規模課題の解決に向けた国際研究ネットワークの構築

第 2 回世界研究機関長会議（2013 年 10 月 5 日）

研究協力覚書の締結機関一覧
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　海外研究機関との連携を強化するため、世界各国

の大学、研究機関などから外国人研究者を積極的に

受け入れています。また、産総研を中心とした研究

人材の国際ネットワークの構築を目指しています。

2013 年度産総研で研究活動に従事した外国人研究

者は合計 587 名でした。地域別ではアジアからの

研究者が 7 割を占めており、次いで多いのは欧州で

した。今後も各国研究機関との人材交流を通じた密

接な連携を進めてまいります。

　産総研の研究成果を社会に普及させることにより、

経済および産業の発展に貢献していくことは、産総

研の大きな使命です。このため、研究成果が技術移

転につながるように知的財産権を戦略的に取得し、

適切に維持・管理するとともに、知的財産を核とした

技術移転を強力に推進しています。

　技術相談は、産総研が蓄積してきた技術ポテン

シャルを基に、企業、大学、公設試験研究機関など

からの相談を受ける制度です。技術相談を受けた際、

産業技術指導員とイノベーションコーディネータおよ

び研究員が協力して対応します。

●事例
相談内容　木質系材料の流動成形のメカニズム、
強度特性、機能性付与について知りたい。また、
色や模様の制御は可能か。
対応　相談者と面談し、木質材の微細構造と流
動性発現の関係、樹種と添加剤の種類や量と強
度の関係、添加剤の含浸による機能性付与につ
いて説明しました。また、添加剤による色変化に
ついてデータを集積しつつあるが、模様の精密
な制御は現状では難しいことを説明しました。

 外国人研究者の受入

 技術移転への取り組み

 技術相談
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人材育成への取り組み

　産総研イノベーションスクールは、独自のカリキュ

ラムを通して、即戦力としてイノベーション創出に貢

献できる人材を育成するため、若手研究者の視野の

拡大と意識改革に取り組んでいます。

　複雑化する社会問題を解決していくためには、研

究所内外のアイデアや技術を組み合わせて革新的な

技術を創出することが必要となり、連携の要となる人

材が求められるようになっています。そこで、産総研

は博士号を持つ若手研究者（ポスドク）や博士課程

大学院生を積極的に受け入れ、特定の専門分野につ

いての科学的・技術的な知見を持つばかりでなく、よ

り広い視野に立ち、異なる分野の専門家とも協力で

きるコミュニケーション能力や協調性を有する人材を

育成することを目指しています。

　2013 年度には、20 名のポスドク（博士研究員）

を雇用するとともに、9 名の博士課程大学院生を技術

研修生として受け入れ、2 名のポスドクが当スクール

の講義専門コース受講生として、講義・講習に参加し

ました。

●イノベーションスクールのカリキュラム
1）産総研での講義・演習

　● 産学官で活躍する研究者や企業経営者などによ

る理念・マネジメント・取り組みなどの講義

　●�標準化と研究、知的財産と研究、デザイン思考、

リスク評価、キャリア開発などの講義と演習

　●�「構成学」（研究シナリオを立て要素技術を統

合・構成していく研究手法）輪講

　●�分野が異なる研究者が理解できる研究発表のス

キルを磨く演習

2）産総研での実地研修

　●研究現場での研究課題の実践

　●�「本格研究」（基礎研究から製品化研究まで切れ

目なく展開する研究）の体得

3）企業での実地研修（OJT）（平均約 3 カ月）

　産総研から企業にスクール生を派遣し、現場での

実際の業務を通して、以下を体得

　●�研究開発活動の進め方、技術開発のスピード、

コスト意識の重要性

　●�チームワーク、他部門との連携の重要性

●若手研究者の視野の拡大と機会の提供
　「自分の研究手法が思っていた以上に企業でも通

用する」「企業研修でしっかり取り組めたことは私に

とって大きな自信に」など、スクール生は自らの体験

をもって研究者の活躍の場が多様であることに気づ

き、「最も大事なことは、組織で動いていることを意

識すること」「其々の分野や専門性を持った人と共通

言語を持つ必要がある」と意識を改革し、視野を大

きく広げています。また、研修受入れ企業からは、

「貴重な技術知見を蓄積できた」「同世代の社員が良

い刺激を受けた」とスクール生の研究能力や業務姿

勢も高く評価されています。

　開校以来 235 名となった修了生は、自己の新た

な可能性を発見し、企業、大学、公的研究機関など

の様々な分野で活躍しています。

 イノベーションスクール

未定等4.7%

産総研
ポスドク9.8%
大学等
ポスドク4.7%

その他正規1.7%

民間非正規0.4%

公的研究機関4.3%

産総研8.9%

大学等20.9%
起業1.3%

正規就業
76.6%

民間企業
（OJT先以外）
18.7%

民間企業
（OJT先）
20.9%

民間企業
40.9%

公的研究機関
ポスドク3.8%

修了生
全235名

イノベーションスクール修了生就業状況（235名）
（2014.4.1現在）

企業

産総研

連携を実践できる人材として輩出連携を実践できる人材として輩出

大学

● 企業、大学、公的機関等の多様な分野で活躍
● 日本のオープンイノベーションに貢献

産学官で研究を経験

イノベーションスクールが
目指す人材像
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　国際的に通用する高い専門性と、研究成果をイノ

ベーションに結びつける実践的な研究能力を身につ

けた人材を育成するために、優れた研究開発能力を

持つ大学院生を雇用する新たな制度「産総研リサー

チアシスタント制度」を創設しました。この制度によ

り、優秀な大学院生が経済的な不安を抱くことなく

学位取得のための研究活動に専念できます。さらに、

産総研で実施している社会ニーズの高い研究開発へ

の参画を通じて、実社会での研究開発に必要とされ

る高度な研究実施能力や計画立案能力を養うことが

できます。

　つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠

点 (TIA-nano) では、TIA 連携大学院サマー・オープ

ン・フェスティバルの一環として、次代を担うわが国

の若手人材の育成を目的として、多彩な講師による

基礎から応用までの集中講義や、実習、ポスター

セッション、見学ツアーなどを行う「サマースクー

ル」を、産総研つくば西事業所の TIA 連携棟などで

開催しています。

　産総研主催の「第二回 TIA パワーエレクトロニク

ス・サマースクール」は２０１３年８月２４日～２７日に

開催され、大学院生および社会人１４２名が受講しま

した。最終日にはドイツからの招聘２名を含む４名の

講師が講義をすべて英語で行うなど、グローバル化

を見据えた内容となっています。

　産総研と筑波大学の共催の「第一回 TIA ナノエレク

トロニクス・サマースクール」は 2013 年８月２８日～

９月３日に開催され、２１名の参加がありました。講義

と実習の他に、同日開催の筑波大学と物質・材料研究

機構の共催の「TIA ナノグリーン・サマースクール」

に参加する学生との異分野交流や合同ポスターセッ

ションもあり、内容の充実したスクールとなりました。

　これら２つのサマースクールは、2014 年 8 月に

も TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティバル

の一環として開催される予定です。

 産総研リサーチアシスタント

 つくばイノベーションアリーナ（TIA）サマースクール

産総研リサーチアシスタントの雇用条件など （2014 年 9 月現在）

対象 博士後期課程（博士課程）の
大学院生

博士前期課程（修士課程）の
大学院生

条件

産総研の研究開発プロジェクト
の推進に大きく貢献可能な高
度な研究開発能力・論文生産
能力を持ち、職員の指導のも
と自立的に年間を通して業務を
遂行できること

産総研の研究開発プロジェクト
の推進に貢献可能な研究開発
能力を持ち、職員の指導のも
と自立的に年間を通して業務を
遂行できること

雇用日数 1ヵ月あたり14 日 1ヵ月あたり7 日

給与額 時給 1,900 円
（月14日勤務で月額約20万円）

時給 1,500 円
（月 7 日勤務で月額約 8 万円）

ポスターセッションパワーエレクトロニクス集中講義

ナノエレクトロニクス実習
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人材育成への取り組み

　技術研修は、企業、大学、公設試験研究機関など

の研究員・技術者・学生などを一定期間産総研に受

け入れて、産総研研究員の指導の下、目標とする技

術を習得していただく制度です。2013 年度は

1,387 名の方がこの制度を利用されました。

●連携大学院制度との併用
　産総研の研究員が連携大学院の客員教員に就任し、

大学院生を産総研に受け入れて研究指導を行ってい

ます。また、大学院の講義を行うなど産総研の研究

ポテンシャルを活用して大学院生の教育およびその

支援を行っています。

●インターン制度
　主に大学の学生を対象とした短期間の技術研修を

行っています。

 技術研修

●研修生の声
「試料作製技術と各種評価技術を習得したことは、今後の自社業務に大いに役立つものとなった。」（企業）

「研究手法をはじめ、研究に対する姿勢や研究活動の進め方、研究計画立案の方法を学ぶことができた。」
（大学）

「細かいノウハウを丁寧に教えていただくことで技術を習得できた。」（公設試験研究機関）
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1,3881,388 1,3861,386
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1,3871,387
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62
70

95

1,152
（159）1,105

（149）

993
（165）1,127

（160）

国内企業から

国内法人から 海外機関から

国内大学から（うち連携大学院から）

技術研修の受け入れ実績

協定数：81件、73大学
連携大学院協定を締結した大学

（2014年３月末現在）

東北大学
東北学院大学
山形大学
福島大学

筑波大学
茨城大学
宇都宮大学
群馬大学

埼玉大学
千葉大学
千葉工業大学
日本大学
東邦大学

東京大学、東京医科歯科大学
東京理科大学、首都大学東京
東京工業大学、上智大学
東京農工大学、立教大学
青山学院大学、明治大学
早稲田大学、お茶の水女子大学
芝浦工業大学、電気通信大学
東京電機大学、東京都市大学
明星大学、関東学院大学

横浜国立大学
横浜市立大学
神奈川工科大学
湘南工科大学
東海大学

名古屋工業大学
名城大学
大同大学
愛知工業大学
中部大学
岐阜大学

香川大学
徳島大学

神戸大学
兵庫県立大学
関西学院大学

立命館大学、同志社大学
京都工芸繊維大学、大阪大学
大阪府立大学、大阪電気通信大学
関西大学
奈良先端科学技術大学院大学

九州大学
九州工業大学
北九州市立大学
佐賀大学

北海道大学

長岡技術科学大学

信州大学

金沢大学
北陸先端科学技術大学院大学
金沢工業大学

福井大学
広島大学

山口大学

熊本大学

鹿児島大学 和歌山大学

静岡大学
山梨大学
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　産総研で働く全ての人が安全で健康に働ける職場

環境を築くため、環境安全憲章を策定し「安全衛生

の向上」を最優先に取り組んでいます。

  安全衛生委員会と事業所会議の開催

　事業所毎に、労使の代表者が参加する「安全衛生

委員会」を毎月開催して、安全衛生に関し議論を重

ねています。

　また、毎月開催する事業所会議では、事業所の各

部門代表者により、安全衛生委員会の議事結果や他

の安全衛生事項について審議をしています。会議の結

果は、部門会議などを通じて全員に周知されています。

  安全ガイドラインの設定

　産総研では、環境安全憲章に基づいて、危険薬品

や高圧ガスボンベの取り扱い、また、実験を進める

上での注意事項などの安全に関する行動規範などを

示した安全ガイドラインを設定しています。

　このガイドラインは、職員等の安全教育や各種実

験作業の基本となるものであり、毎年１回、定期的

に見直し改訂を行っています。2013 年度は、2012

年度に発生した毒物及び劇物取締法に基づく手続き

漏れの再発防止策として「研究成果物等の外部提供

の取扱い」を、また、所内で発生したガス漏れのヒ

ヤリハット事例を受けた事故の未然防止策として「高

圧ガスボンベの点検記録に関する事項」などを追加

しました。

  災害の発生・再発防止

　労働災害が発生した場合は、原因を調査・分析し、

再発防止策が講じられるまで当該業務を中止するとと

もに、その災害の情報を全職員に周知し、類似災害

の未然防止を図っています。

　また、毎朝、全国の 13 研究拠点をテレビ会議シ

ステムで接続して所長および管理監などの地域拠点

責任者が出席する「安全管理報告会」を開催し、地

域センターおよびつくばセンターの各事業所におい

て発生した事故、ヒヤリハットおよび健康に関する事

項などの情報を交換し、再発防止策を共有すること

により安全衛生の向上を図っています。2013 年度

の産総研における事故の総件数および実験に起因す

る人的被害事故の件数は、ともに低水準を維持しま

した。2013 年度は、実験に関連のない転倒事故が

多く発生したこともあり、構内および構外歩道の常夜

灯整備や段差の解消など再発防止策の実施に取り組

みました。

 安全衛生の取り組み　働く人の安全と健康の確保を最優先に取り組んでいます

休業災害度数率
　100 万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数で、
災害発生の頻度を表します。
休業災害度数率＝労働災害による死傷者数／延べ実労働時間数
×1,000,000

安全衛生の取り組み

労働慣行
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  緊急事態への対応

　災害・事故発生時などの緊急事態を想定し、迅速

な対応により被害を最小限に抑えることができるよう、

防災・消防訓練などを実施しています。

　また、災害発生時に地域センターとの連絡手段を

確保するため、全国の研究拠点に導入した防災用無

線電話を用いた通信訓練も実施しています。

　地震などの災害対策として、食料品や救助用品な

どの防災備蓄品を整備しており、定期的に点検、見

直し、更新などを実施しています。

　2013 年度までに、新設の福島再生可能エネル

ギー研究所を除く全研究拠点に緊急地震速報受信シ

ステムを導入し、気象庁からの速報を受信した際に

は、構内全館に一斉放送するシステムを構築しました。

大きな地震が来る前に、速やかに実験を中断するな

ど揺れに備えた対策を講ずることで被害の拡大防止

を図ります。
プログラム名 開催回数 受講者数

衛生工学衛生管理者資格取得講習会 2 52

有機溶剤作業主任者技能講習 1 27

特定化学物質作業主任者技能講習 1 20

薬品・高圧ガスの取扱に関する安全講習会 17 約500

組換え DNA 実験教育訓練 1 410（421）

動物実験教育訓練 1 149（168）

ヒト倫理に関わるライフサイエンス実験教育訓練 1 114

バイオセーフティ教育訓練 1 283

安全運転講習会 16 1,884

放射線合同教育訓練［放射線業務従事者対象］ 4 397

エックス線教育訓練講習会［X 線新規使用者対象］ 80 247

放射性物質等の法令遵守に関する説明会
［管理者対象］ 1 52

 （ ）内は e- ラーニング受講者数

主な教育訓練プログラム・講習会開催（2013 年度）

安全衛生の取り組み

  安全教育・資格取得支援

　事故を未然に防止するため、新規採用・受入者を

はじめ職員各層に対し、安全に関する各種教育プロ

グラムや講習会を実施しています。

　採用時および業務内容変更時の安全教育は、イン

トラシステムの「安全教育管理システム」で管理さ

れており、受講履歴、受講内容などの確認が可能と

なっています。また、ライフサイエンス実験関連の

安全教育の一部は e- ラーニングシステムを導入して

おり、受講機会の拡大を図っています。

　そのほか、衛生工学衛生管理者資格取得講習、有

機溶剤取扱主任者技能講習などを産総研内で開催す

るなど、資格取得支援活動も積極的に行っています。

消防訓練の様子

つくばセンター内の緊急地震速報システム
インターネット

同報配信サーバ

第 1 事業所

第 2 事業所

館内放送設備

東事業所

AIST-LAN

情報基盤部サーバ室

受信機
♪ ♪ ♪ 

館内放送設備
♪ ♪ ♪ 

館内放送設備
♪ ♪ ♪ 

NTT Communications 緊急地震速報配信サービス
インターネット（専用線NTT光）　　　受信機　　　監視盤室　　　 SCR棟 クリーンルーム監視システム

館内放送設備

西事業所
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  仕事と育児・介護の両立支援

　職員が働きながら子育てや介護をしやすい職場環
境を実現するため、産総研は仕事と生活の両立支援
に取り組んでいます。柔軟な勤務形態としてフレック
スタイム制や裁量労働制を導入しており、取得可能
なほとんどの職員が利用しています。育児支援とし
て小学校就学前までの育児短時間勤務制度、育児特
別休暇などがあり、また介護支援としては介護休暇、
介護休業などの制度を導入しています。また、産総
研の支援制度をまとめた一覧表（日本語と英語で公
開）などを所内ウェブサイト上の「子育て広場」、

「介護広場」で情報提供するとともに、掲示板による
職員間の情報交換を支援しています。
　育児支援として、職員が一時的に子どもを預ける
ことのできる保育施設をつくば、中部、関西の 3 つ
の研究拠点に設置しています。また職員が利用でき
る民間託児所の紹介やベビーシッターの派遣を行う
など、所員の突発的なニーズに柔軟に応えています。
　介護支援として、専門家を講師に迎え「ワーク・ラ
イフ・バランスセミナー」を開催しています。将来の
介護の不安に応える知識を提供するため、介護資金
の試算や介護保険などの制度を紹介するセミナー、

　産総研の本部組織や事業組織が行っている業務の
中には、業務経験が豊富な者が責任を持って長期間
従事した方がより効果的な定型的業務が多くあります。
　このような調達、資産管理、福利厚生、業務推進
などの業務を担う人材として、所内に在職する契約
職員や派遣職員などのうち、一定期間勤務経験があ
る優秀な人材を、所内公募によって任期付職員へ採
用する「地域型任期付職員（地域間異動のない事務
職員）」をこれまで、2012 年度 2 名、2013 年度
5 名、2014 年度 5 名採用し、採用された職員はそ

 所内公募による任期付職員の採用

 ワーク・ライフ・バランス支援
研究者による介護支援技術に関するセミナーなどを
開催しました。

  年次有給休暇取得の促進

　産総研は、2011 年 7 月より、リフレッシュのため
の年次有給休暇取得キャンペーンを実施しており、

「いい仕事、いい休み。」を標語とするポスターを所
内各所に掲示して、職場ごとの計画的な休暇取得と
休日に連続した年次有給休暇の取得を促しています。
また、取得実績の周知を図るなど、各職員が年次有
給休暇を取りやすい雰囲気づくりに努めています。

各種休暇・休業制度の利用実績（人）
2011 2012 2013

男性 女性 男性 女性 男性 女性
子の看護休暇 97 159 90 159 86 167
育児特別休暇 29 13 28 16 27 11
育児休業 * 0 33 0 25 0 35
介護休暇 36 23 44 9 34 17
介護休業 * 0 2 0 1 1 0
* 年度内開始者数

一時預かり保育利用実績（人）
2011 年度 2012 年度 2013 年度

職員 契約職員 職員 契約職員 職員 契約職員
つくばセンター 819 762 795 876 1,018 678
中部センター 25 22 11 68 37 66
関西センター 178 81 283 45 175 87
民間託児および
ベビーシッター 15 0 12 3 20 3

ワーク・ライフ・バランスセミナー

職場環境改善へ

れぞれつくばセンター内の本部組織や事業組織で活
躍しています。
　「地域型任期付職員」は任期を 3 年としています
が、任期中の業務実績などを総合的に審査すること
で、任期の定めのない職員として採用する可能性が
あります。
　今後も、産総研の研究開発などを支える一員として

「地域型任期付職員」を継続的に採用していく予定です。
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　産総研は、障がいのある方の積極的な雇用を促進

しています。2013 年 4 月から法定雇用率が 2.3％

に引き上げられましたが、就業機会があるごとに採用

し、 法 定 雇 用 率を達 成しています。（ 実 雇 用 率

2.44％　2014 年 6 月 1 日現在）。また、障がい

のある方が働きやすい環境づくりをし、高い定着率

を維持しています（定着率 92.05％　2013 年度）。

  チャレンジドチームの活動

　つくばセンターに 10 名、中部センターに 3 名、

関西センターに 1 名の知的障がいや発達障がいのあ

る方々がチャレンジドチームとして活躍しています。

 （2014 年 7 月末現在）

 障がい者雇用の取り組み
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30%

20%

50%

40%

10%

2011年度 2013年度2012年度

70%

60%

80%

90%

100%

2010年度

89.87% 93.51%
91.25% 92.05%

身体障がい者68%

知的
障がい者
15%

精神障がい者
17%
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障がい者定着率 障がい者の雇用状況（障がい別）

障がい者雇用率の推移

産総研で働く障がい者の声
☆ 産業技術総合研究所で働き始めて２年目になりま

す。今は、厚生室で職員の方のアシスタントとし
て働いています。初めての障がい者雇用での就職
で不安がありましたが、周りの方の自然な対応に
とても安心しました。

　 仕事の内容も、いろいろな仕事を経験させてもら
い、とても充実した仕事内容です。これからも、
いろいろな仕事に挑戦していきたいと思います。

☆ 私は、つくばセンター第四事業所で会計業務を担
当しています。最初は仕事をきちんと出来るのか、
職場の方々とうまくやっていくことができるのかな
ど、不安と緊張でいっぱいでしたが、チームの
方々が色々なことを優しく丁寧に教えて下さるおか
げで、少しずつ質問やお話をすることができるよう
になり、段々と楽しく仕事ができるようになりまし
た。

　 また、自分の障がいについて、どう思われるのか
が一番心配でしたが、皆さんは私の障がいを気に
せず、普通に明るく接してくださったので、すごく
嬉しかったです。

　 これからも産総研の方々からさまざまなことを学び、
そして社会の為に貢献していきたいです。

☆ 産総研で働き始めて巡り来た季節は早や 6 度目。
　 樹木に囲まれて鳥のさえずりを聞きながら、恵ま

れた自然環境の中での仕事はとても快適です。
　 私は、学卒以来の専門分野であったエレクトロニク

スのエンジニアとして、好奇心が強く何でも気にな
る性格でした。ここ産総研は、幅広い先端分野の
研究機関として、周りに研究者が大勢おられます。
数年間、環境と安全の仕事を経験しましたが、休
憩時間に各分野の研究者の方々とのコミュニケー
ションできることがとても楽しみでした。また、今
では食堂で知り合った海外からの研究者とカタコト
英語で対話出来る場として、誘い合って十数名の
海外メンバー達と日英会話のコミュニケーシヨンの
時間を共有しています。

☆ 産総研に勤め始めてから、2 年程が経ちましたが、
その間、上司や仕事仲間に、「○○さん、特例
じゃないよね。 目が悪いのを忘れてしまうくら
い、、、。」

　 と、私にとってとてもうれしい言葉を、何度か頂戴
しました。私がこのように、正眼者の方々と、ほぼ
同等の環境で、自身の能力を大いに活用できる仕
事に携われるのは、私の所属部署である国際部を
はじめ、人事、環境整備、及びバリアフリー推進
室等、関係者の方々によるご理解、ご配慮、ご支
援等を得られているからこそ可能なのだと、日々
感じています。

職場環境改善へ
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　毎年、春期・秋期に一般健康診断および特殊健康

診断を実施しています。その際職員の受診義務の認

識を浸透させることにより、受診率の向上を図るとと

もに、併せて、人間ドックの受診も推進しています。

健康診断実施後の事後措置として、産業医・保健ス

タッフによる保健指導を行うとともに、2013 年度は、

「産総研内の健康管理・支援活動と病気休暇・病気休

職の状況」※を取りまとめ、広く職員に周知する取り

組みを行いました。

　また、過重労働における健康障害防止の観点から、

産総研としての基準を定め、労働安全衛生法に基づ

く医師による面接指導を実施しています。

　これらにより、職員の健康障害や疾病の早期発見・

予防を図ることによる職員一人一人、牽いては、産

総研全体のパフォーマンスアップを図るべく活動を

行っています。

 健康管理

 メンタルヘルスに対する取り組み

※「 産総研内の健康管理・支援活動と病気休暇・病

気休職の状況」

　1．健康管理・支援活動

　　（1）  定期健康診断（含む人間ドック）の受診率（％）

　　（2）  平成 25 年度（春期）職員、契約職員

（派遣職員含む）の特殊健康診断受診状況

　　（3）  インフルエンザ予防接種（産総研での接種）

　　（4）  産総研での検査に対する所見（C・D 判

定）者数および面談実施者数

　　（5）  産業医面談と健康相談の活動状況

　　（6）健康相談・メンタル相談の事例

　2．病気休暇・病気休職の取得状況　

　　（1）病気休暇　　　　（2）病気休職

　3．復職支援プログラム（仮出勤）の実施状況

　産総研におけるメンタルヘルス対策としては、厚

生労働省の通達・指針に基本的に準拠した「心の健

康づくり計画」を統一的に策定し、それに基づいた４

つのケア「セルフケア、ラインケア、職場内産業保

健スタッフなどによるケア・職場外資源によるケア」

を中心に継続的かつ計画的に実行しています。

　職場内産業保健スタッフなどによるケアとして、産

業医による面談体制、保健スタッフ（カウンセラー資

格保有）によるカウンセリング、就業制限、仮出勤プ

ログラムなどの職場復帰支援などを実施しています。

　また、セルフケア、ラインケアとして、自らのスト

レス予防・ストレスに対処する力を習得することを目

的とした研修や、管理監督者向けの職場環境などの

把握と改善や、職員に対する相談対応を行う能力を

得るための教育研修およびセミナーなどを行っていま

す。

　さらには、職場外資源によるケアとして、外部メン

タルヘルス機関とのメール・電話・面接による相談、

ｅラーニングの利用も可能としています。

2013 年度活動状況
主な活動 実施状況 人数

産業医面談 通年 1,241
産業保健スタッフ面談 通年 859
禁煙相談 通年 62
ダイエット相談 全国 1
インフルエンザ予防接種 全国 2,314
救急救命講習会  6 回 145
健康支援セミナー「リフレッシュ エクササイズ」 14 回 277

2011年度 2012年度 2013年度
主な活動 開催数 参加人数 参加人数 参加人数

産業医面談（メンタル） 通年 797 760 709
カウンセリング 通年 188 160 211
電話相談 通年 11 7 4
ＥＡＰ（外部専門機関による相談：電話・メール・面談） 全国・通年 61 49 37
健康支援セミナー
セルフケア-「明日から！実践できるコ
ミュニケーション術」（2013）

全国・１回 242 179 93

新規採用職員合同研修
「メンタルヘルス」（人材開発企画室主催） １回 80 75 102

グループ長等研修（第2回）
「メンタルヘルス・マネジメント」
（人材開発企画室主催）

１回 481
（14回） 29 49

メンタルヘルスに関わる活動状況
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 情報セキュリティ

 利益相反マネージメントの実施

　産総研ネットワークを利用する全ての利用者が自覚

と責任の下に、情報セキュリティポリシーに関する理

解を深め、適切に実践できるようにするため、情報

セキュリティ研修を継続的に実施しています。

●情報セキュリティ研修
　情報セキュリティ研修の年度内 1 回以上の受講の

義務化とともに、新規役職員等について研修受講を

義務化するなど、情報セキュリティ意識の維持、向上

を図っています。2012 年度以降は Web 研修の組

織別受講率を集計し、所内で公表しています。

●セルフチェック実施状況
　産総研の情報セキュリティを確保するためには、研

修とともに自己点検が重要で、情報セキュリティ対策

と個人情報保護の自己点検（セルフチェック）を統

一実施しています。2012 年度は、自己点検期間を

定め、情報管理者を通じて対象者全員に自己点検を

依頼しました。実施状況は 100％となっており、個

人情報の取り扱いを含めた情報セキュリティ意識のよ

り一層の浸透を図りました。

　産総研では、産学官連携活動等を推進し、成果の

普及を図ることを重要なミッションとしています。一

方、役職員等が産学官連携活動等を行う上で、相手

先企業に個人的利益を有する場合、当該活動による

個人的利益と、公的研究機関である産総研の役職員

等としての業務、研究上の責任が衝突するような状況

（利益相反状況）を適切に管理する必要があります。

　このため、産総研では、利益相反マネージメント

実施規程を策定し、こうした場合を対象に「利益相

反マネージメント」を実施しています。

●情報セキュリティ監査の実施
　産総研では、研究ユニットなどを対象に情報システ

ムが情報セキュリティポリシーに沿って適切な運営・

運用が行われているかについて情報セキュリティ監査

を行っています。2013 年度は、所内の 24 ユニット

を対象にセキュリティ監査を、9 ユニットを対象に前年

度に指摘された事項の改善状況についての確認監査

を実施し、産総研全体の情報セキュリティの強化に努

めました。次年度以降もセキュリティ監査、セキュリ

ティ確認監査を計画的に実施する予定です。

監査対象ユニット数

2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度

監 査 対 象
ユ ニット 数 31 24 24 18

確認監査対象
ユ ニット 数 3 20 9 16

情報セキュリティ研修実績（人）

2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度

集 合 研 修 1,857
（22 回）

329
（3 回）

78
（1 回）

97
（1 回）

W e b 研 修 4,432 5,745 6,209 6,738

CD-ROM研修 - - - -

部門面談研修 112 85 154 61

延 べ 受 講 者 6,401 6,159 6,441 6,896

利益相反・情報セキュリティ

公正な事業慣行

　2013 年度は、役職員等を対象として、年 2 回

（上期：8 月、下期：3 月）の「利益相反に係る定期

自己申告」を実施し、対象者全員（上期 3,153 名、

下期 3,135 名）からの申告を受け、利益相反が懸

念される職員 7 名に対し、外部の利益相反カウンセ

ラーによるヒアリングなどを実施しました。
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 安全保障輸出管理の実施
　安全保障輸出管理は、国際社会における平和と安

全を維持することを目的とした重要な取り組みです。

わが国においては、大量破壊兵器の拡散や通常兵器

の過度な蓄積を防止するため、「外国為替及び外国

貿易法」により兵器等自体の規制に加え、兵器等の

開発・製造などに転用される恐れのある貨物の輸出

や技術の提供も規制がなされています。このため、

海外の企業・機関と関係をもつ可能性のある企業・

機関においては厳格な管理を実施する必要がありま

す。

　産総研は 2004 年に「安全保障輸出管理規程」

を策定し、これを「輸出管理内部規程」として経済

産業省に届出を行い、この規程に従って、厳格な安

全保障輸出管理を実施しています。取り組みの例と

安全保障輸出管理

しては、1. 輸出管理最新情報の所内への周知、2. 所

内向け輸出管理研修の実施、3. 職員に対する個別の

輸出管理指導の実施、4. 該非判定・取引審査の実

施、5. 内部監査の実施等となります。

　近年、ますます海外の研究機関や大学との共同研

究等が活発となっており、職員の輸出管理の意識を

向上させる取り組みの重要性は増しています。産総

研では、このような取り組みにより、管理体制を整え、

職員各人の安全保障輸出管理に対する意識も定着す

るよう努めています。

　産総研では安全保障輸出管理の取り組みを今後と

も推進し、国際社会の一員として平和と安全の維持

に貢献していきます。

所内向け輸出管理研修
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 調達の適正な執行

 市場化テストへの対応

　産総研では、真にやむを得ない随意契約以外は、

一般競争入札又は企画競争・公募により契約をして

います。2008 年 4 月より、「独立行政法人整理合

理化計画」に基づく随意契約見直しにおいて、随意

契約によることができる限度額の基準を国と同様に

変更し、2010 年 4 月に 2008 年度実績を元に新

たに随意契約見直し計画を策定しました。その結果、

2013 年度における基準額以上の契約に占める競争

性のない随意契約の割合は、金額ベースで 2.8 ％、

件数ベースで 2.3 ％となりました。今後の達成目標

として掲げている随意契約見直し計画と比較すると、

金額ベースでは目標値を達成する結果となりましたが、

件数ベースではやや上回る結果となっています。そ

の要因として 2013 年度においては、法令などによ

り処分先が特定されているポリ塩化ビフェニルの廃棄

　「公共サービス改革等基本方針」に係る閣議決定

（2011 年 7 月 15 日）に基づき、つくばセンター

における施設管理等業務について、関連する 8 業務

を「つくばセンターの施設管理等業務共同企業体」

が包括して事業を 2012 年度から 2014 年度の 3

カ年計画で実施中です。

　同事業のサービスについて実施 2 カ年における主

な成果は以下のとおりです。

金額：85.5%
件数：96.4%

金額：14.5%
件数：3.6%

金額：90.3%
件数：97.9%

金額：97.2%
件数：97.7%

金額：2.8%
件数：2.3%

金額：9.7%
件数：2.1%

2008年度
実績

2013年度
実績見直し計画

競争性の
ある契約

競争性の
ない契約

金額：12.1%
件数：3.5%

金額：87.9%
件数：96.5%

金額：9.9%
件数：3.5%

金額：90.1%
件数：96.5%

金額：5.1%
件数：2.1%

金額：94.9%
件数：97.9%

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
実績

※随意契約見直し計画は、2008 年度実績を点検・見直し、2010 年 4 月に公表

処分案件が新たに発生したこと、出展に必要となる

展示ブースの借り上げが増加していることなどがあげ

られます。

サービスの質の維持・向上と経費削減

● 総括管理業務を中心とした指揮命令の明
確化

● 相互業務の理解 
（業務報告会・定期集合研修の開催）

● 経費の削減 
（実施 2 カ年の平均で 52,131 千円の削減）

※追加業務（総括管理業務等）を除く。
● 施設環境の快適性の確保
※施設利用者アンケートにおける平均満足度

研究協力センター（さくら館）運営管理
96％（指標 90％以上）

研究協力センター（けやき館）運営管理
98％（指標 85％以上）

サイエンス・スクエアつくば維持管理
95％（指標 90％以上）

地質標本館運営管理
95％（指標 90％以上）

温室効果ガスの削減
● 温室効果ガスの削減量

40.8ｔ/ 年（2012 年度）

169.2ｔ/ 年（2013 年度）

※ 夜間の安全を確保した上での外灯の間引き
の実施や快適な作業環境を維持した上での
空調用送排風機の間欠運転の実施など

適切な調達
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　産総研では、これまでアウトリーチ活動に力を入れ
ており、その一環としてつくばセンターおよび地域セ
ンターにてサイエンスカフェを開催してきました。
　地域センターでは、学会や自治体との協力により、
幅広い方々へ呼びかけを行っています。2014 年 7
月 12 日（土）には、関西センター初の開催となる
サイエンスカフェを応用物理学会との共催、池田泉
州銀行および池田商工会議所の後援で開催しました。

「細胞を扱う近未来ものづくり」と題し、レーザーを
用いて生体分子をつまむレーザーピンセット、レー
ザーを用いた神経細胞の切断について紹介しました。
　つくばセンターでは、これまでの平日夕方の開催
から、新たに休日午後の開催を始めました。2014
年 7 月 13 日（日）に、初めての試みとしてつくば
市の大型ショッピングセンター内の施設で開催しまし
た。「変敗捜査官の事件簿 －食品と微生物の良くな
い関係－」と題し、食品の変色や腐敗を引き起こす 
 

　産総研のことをより多くの方々によりよく知ってい
ただくために、新しい成果事例集「ここにもあった産
総研」を発刊しました。産総研の研究開発の成果は
すでに身近な暮らしの中でひろく活用されている、と
いうことを知って欲しいという願いから、このように
名づけられました。また、見やすい・読みやすい紙面
となるように、「まずは冊子を手にとって読んでみよ
う」と思っていただけるように工夫をこらしました。
この事例集は、産総研オープンラボ 2013 会場や、
福島再生可能エネルギー研究所、各地域センターな
どで配布され、好評を得ています。また、記事中で
紹介した企業から、自社の広報活動（社内外用）の

 多様な場を活用したサイエンスカフェの開催

 「ここにもあった産総研」の発刊

社会とのコミュニケーション

社会との共生

微生物の正体をミステリー仕立てで紹介しました。
参加者からは、バクテリアの話がとても興味深かった
と好評をいただくと共に、新たな場所と時間によって、
参加がしやすくなったというご意見もいただきました。
　2014 年 7 月 25 日（金）には、九州センター、
佐賀県、鳥栖市と共催して、鳥栖市立図書館にて開
催しました。近隣の中学校・高校から多くの参加をい
ただき、「ロボットはどこまで人に近づくか？～ヒュー
マノイドロボット研究の現在とこれから～」と題し、
産総研のヒューマノイドロボットの開発経緯と二足歩
行制御技術の基礎、そしてこれからのロボットの進歩
について紹介しました。中高生の参加者からは、ロ
ボットの実物に触れることができ、ロボットへの関心
が深まったという感想をいただきました。

開催風景（九州）質疑応答の様子（つくば）質疑応答の様子（関西）

ために使用したいとの連絡があり、その後実際に使
用いただきました。産総研の新人研修において説明
資料として用いられるなど、産総研内外へのコミュニ
ケーションツールとしても幅広く活用されています。
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　日本の素材・材料技術の素晴らしさを、日本の将

来を担う若手研究者や学生をはじめ広く一般の皆さ

まにお伝えすること、そして若手研究者や学生を応

援することを目的として、産総研、東北大学、物質・

材料研究機構の主催、企業 55 社の協賛で、2014

年 7 月 28・29 日の 2 日間、仙台国際センターで

「材料フェスタ in 仙台」を開催しました。展示会では

大学・高専・高校から 25 校 35 テーマ、企業 46

社の発表があり、学生展示の中から 19 件を優秀ポ

スタープレゼンテーションとして表彰しました。また、

講演会「世界を変えたサクセスストーリー」やシンポ

ジウム「プロが語る未来のマテリアル」も同時に開

　ユネスコは、地形・地層・岩石などの自然遺産を守

りつつ研究・教育と地域の持続可能な発展に活かす地

域を、｢世界ジオパーク｣ として認定しています。産

総研は、世界ジオパーク申請候補の推薦と国内版の

「日本ジオパーク」認定を行う日本ジオパーク委員会

の事務局を担当し、ジオパークの普及を進めていま

す。

　日本には現在 6 カ所の世界ジオパークと 27 カ所

の日本ジオパークがあります。その一つ室戸世界ジ

オパークでは、海岸の自然観察遊歩道でのガイドツ

アーが人気で、年間 8000 人以上の人が参加しま

す。室戸岬の地面が地震とともに盛り上がった証拠

の化石や、プレートの動きが作った地層、海岸の植

物や室戸の暮らしについて語る地元ガイドの話が多く

の観光客を惹きつけます。ガイドツアーは児童生徒

の科学や防災についての学習の場ともなっています。

 日本が誇るマテリアルの世界　材料フェスタ in 仙台

 ジオパーク　－地質情報を社会へ－

催しました。両日で延べ 2,640 名の参加者があり、

うち学生の参加は延べ 968 名と盛況のうちに終了し

ました。

学生展示と学生プレゼンテーション

オープニングセレモニー 展示会場

学生ポスターの説明を聞く中鉢理事長

　ジオパークでは、地質情報の活用によって、これま

で注目されていなかった地形や地層に観光資源、教

育の場としての新たな価値が見いだされています。

そのことは地域経済の活性化につながるだけでなく、

人と地球の関係をあらためて見直すきっかけにもなっ

ています。産総研は地質情報を社会に活用してもら

う仕組み、ジオパークを今後も支援します。

島原半島世界ジオパークの観光ガイド室戸世界ジオパークで野外学習をする子供たち

社会とのコミュニケーション
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　産総研では、役員、職員、契約職員のほか、派遣

職員、外来研究員、技術研修員、受託事業者、産学

官制度来所者、国際制度来所者、など多くの人々が

　産総研では、人間の特性を計測するなど、ヒトを

対象とした研究活動、人間工学実験を実施していま

す。

　2013 年度は、新規テーマ 45 件、継続テーマ

166 件の研究を実施しました。

 基本的人権の尊重

 研究活動における人権尊重

人権尊重の取り組み

人権

『コンプライアンスの道標』より
第 1 項 人権の尊重
～人権を尊重し、人格を無視するような発言や行為をしません～
１．基本的人権を尊重し、人種、国籍、年齢、性別、宗教、信条、社会的身分などに基づく差別をしません。
２．ハラスメントなどの人格を無視する発言や行為はしません。

働いています。役職や立場の違いに関係なく、お互

いに尊重し助け合う気持ちを持つことが大切であるこ

とを認識し、業務を遂行しています。

　実験に際しては、外部からの委員 6 名を含めた人

間工学実験委員会を組織し、被験者の人権および尊

厳の保障、安全性の確保、それらの科学的妥当性の

観点から、実験計画書の審査・承認を行い、適切に

実施しています。
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　ハラスメントは、受けた人の尊厳を傷つけ、精神

的に苦痛を与え、不利益を与えたりします。また、

意図せずハラスメントを行ってしまった人が指摘を受

け、心の健康を損ねてしまうこともあります。ハラス

メントの存在は職場環境を悪化させ、働く意欲を低

下させ、ひいては研究成果にも悪影響を及ぼしかね

ません。ハラスメントのない職場を目指して、産総

研は所内規程の整備や研修の実施を行っています。

  ハラスメント防止策

◦�ハラスメント（セクシュアル・ハラスメントを除く）

と、セクシュアル・ハラスメントへの対応について

の所内規程を整備し、ハラスメント防止のための

手続き等を明確化しています。

◦�職員や管理者、事業所に設置している相談員を対

象にした研修を行い、ハラスメントの防止や、ハラ

スメント相談対応について学んでいます。

  相談体制

　ハラスメントに関連して一人で悩むことがないよう

に、各事業所にハラスメント相談員とセクシュアル・

ハラスメント相談員（半数は女性）を設置し、相談、

調査、斡旋等を行っています。また職務ラインや相

 ハラスメントの防止
談員での対応で解決しない場合は、上部委員会が審

査し必要な措置を提言し、適切な対応を図っています。

　さらに、より相談しやすい環境を作ること、またプ

ライバシーを保護しつつ、産業医や外部機関への

メール、電話相談を行っています。

研修名 対象 目的 受講者数
2013 年度

新規採用
職員研修

新たに
産総研職員と
なった者

業務遂行上必要な心得、基
礎知識、基本スキルを習得
するための研修の一環とし
て、ハラスメントについて
基礎・防止策等についての
知識を習得します。

102

契約職員
基礎研修

契約職員
（新規雇用者、
前年度
未受講者）

業務遂行上必要な産総研の
ミッション・コンプライアン
ス等の基礎知識の習得の一
環として、ハラスメントにつ
いて基礎・防止策等につい
ての知識を習得します。

412

外国人職員等
基礎研修

日本語を理解出来ない
外国人職員、契約職員

契約職員基礎研修の内容を
英語で実施しています。 34

若手研究員研修
- 研究展開スキル
講習 -

任期付若手研究員
（入所５年目）
試験採用若手研究員

（入所８年目）

若手研究員から中堅研究員
に移行する時期の研究者が、
研究を推進・展開できるス
キルを習得する研修の一環
として、ハラスメントについ
て基礎・防止策等の知識を
習得し、産総研で働く全て
の人達との接し方や注意点
について理解を深めます。

16

グループ長等研修 新規にグループ長等に
なった者。

（グループ長等で本研
修未受講者を含む）

新規にグループ長等になっ
た者が、マネジメントの基
礎知識と基本スキルを習得
するための研修の一環とし
て、ハラスメントについて基
礎・防止策等の知識を習得
します。

48

中堅研究職員研修 ２０１３年度４５歳になる
パーマネント研究職員

中堅研究職員が組織のミッ
ションと整合したキャリア開
発を目指すための研修の一
環として、ハラスメントにつ
いて基礎・防止策等につい
ての知識を習得します。

53

ハラスメン相談員
およびセクシュアル・
ハラスメント相談員
研修

ハラスメン相談員
およびセクシュアル・
ハラスメント相談員

講義やロールプレイを活用
し、ハラスメント防止に関
する知識や相談員としての
面談技術などのスキルを身
につけます。

40

2013 年度に実施したハラスメントに関する研修

相
談

相
談

ヒ
ア
リ
ン
グ・助
言

ヒ
ア
リ
ン
グ・助
言

報
告

指
示 確

定

必要に応じてヒアリング

必要に応じてヒアリング 必要に応じてヒアリング

相談 指導・助言

連携

相談者

相談員
（複数）

監督者（上司）

弁護士
専門医

外部の識者
勤労室

加害者

管理監（地域においてはセンター所長）

加害者と
される職員第三者

必要に応じてヒアリング

上部委員会

● 相談者には、当事者（被害者又は
加害者とされる職員）でない者も
含まれます。

● 相談は、面談、電話、電子メール、
書面（手紙）、ファクシミリのいず
れも可能です。

● 相談を申し出たことにより、いかな
る不利益も受けません。

● 相談内容については、プライバ
シーの保護に十分配慮するととも
に、知り得た秘密は厳守します。

相談フロー図

人権尊重の取り組み
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　創造性豊かな研究活動のためには多様な人材の活

用、すなわちダイバーシティが不可欠です。産総研

では、職員の多様な属性（性別、年齢、国籍等）が

もたらす価値や発想を活かす職場環境の実現を目指

し、ダイバーシティの推進として 6 つのアクションプ

ラン「１．多様性活用（ダイバーシティ）意識の啓

発・浸透　２．女性研究者及び外国人研究者の積極

的な採用・活用　３．キャリア形成支援における共同

参画のための方策　４．仕事と生活の調和のための

支援　５．国、自治体及び他の研究教育機関等との

連携　６．多様性活用（ダイバーシティ）の総合推

進」を定め、様々な施策を立案し、実行しています。

　ダイバーシティ意識の啓発及び浸透のために、職

員向けにセミナーや研修を実施しています。2013

年 7 月 2 日に海外からダイバーシティの専門家を招

き「日本を元気にする産業技術会議」と共催で「広

がるダイバーシティと日本を元気にするイノベーショ

ン」と題するシンポジウムを開催しました。

　国内の研究教育機関間の連携を深めるため、ダイ

バーシティ・サポート・オフィス（DSO）の事務局と

して、情報交換会開催、ニュースレターの発行など

を行っています。2013 年度には、新たに 2 機関の

参画を得て全 21 機関となりました。

　産総研は、第 3 期中期目標期間内（2010 ～

2014 年度）の女性研究者採用比率 15 % 以上を

目標としています。応募者を増やすために、就職説

明会や就職情報誌などを活用して求人活動を行い、

 ダイバーシティ推進の啓発と活動
優秀な人材の発掘と積極的な採用に努めています。

2010～2014 年度採用累計の女性比率は 16.8 %

（2014 年 4 月 1 日現在）となりました。

　2013 年 7 月 21 日に女性研究者のキャリア形成

を支援するために、研究・技術計画学会の「女性エ

ンジニア活生分科会」と共催でシンポジウム「世界

で活躍できる女性研究者エンジニア」を開催し、研

究マネージメントに顕著な実績のあるロールモデル

の提示により、女性研究者のリーダーシップ育成やこ

れからの女性研究者の活躍支援のあり方を討論しま

した。

　2014 年 7 月に産総研初の女性役員として富樫

茂子が理事に就任し、ダイバーシティ推進を担当して

います。

シンポジウム「広がるダイバーシティと日本を元気にするイノベーション」

女性研究者採用比率の中期目標期間ごとの推移（2014 年 4 月 1 日現在）

0%

5%

10%

15%

20%

第１期
2001～2004年度

第２期
2005～2009年度

第３期
2010～2014年度

ダイバーシティの推進
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　産総研で働く外国人研究者のために、「海外危機

管理マニュアル」、「安全運転講習会資料」および

「コンプライアンスに関するセルフチェックリスト」な

どの英訳を整備しています。外国人研究者の採用の

際に所内外から必要とされる事項について、所内業

務手続きの和英マニュアルを作成しました。外国人

　AIST インターナショナルセンターでは、産総研に

勤務および滞在中の外国人研究者からの在留手続き

や生活関連の相談に対応しています。相談の半数を

占めるのが入国管理局への在留諸申請に関すること

です。入管申請のための必要書類は在留資格などに

よって異なるため、個別相談の上、正確な情報を伝

えるよう努めています。また、外国人研究者の依頼

を受けて、定期的に東京入国管理局水戸出張所に在

 外国人研究者支援

 AIST インターナショナルセンター（AIC）

研究職員のニーズを把握するために、全国の研究拠

点において聞き取り調査を実施しました。その結果、

組織管理に日本語の支援を希望する外国系研究グ

ループ長に対しサポートのための事務職員を配置す

ることとし、2014 年度から試行することとなりました。

ダイバーシティの推進

留 期 間 更 新 などの 申 請 書 を 提 出して い ま す。

（2013 年度取次数：59 件）

　つくばセンターに滞在する外国人研究者を対象に、

年 2 回開催している日本語講習も好評を得ています。

受講者の多くは、その目的として「同僚およびその

他の日本人とのコミュニケーション」を挙げています。

2013 年度は延べ 49 名が受講しました。

外国人研究者コラム
　外国へ仕事をしに行くのは、大変なことです。家族や友人から離れて、外国語を使い、異なる日常環境と
人間関係の中で働くのに、苦労は後を絶ちません。外国語を話せない子供を幼稚園や学校に行かせ、言葉が
通じない診察（あなたの痛みはじくじくですか？ ずきずきですか？）、調髪、銀行における取引など、毎日至る
所で苦しい身振り手振りが続きます。つくばは外国人密度が高いため、市役所や一部の民間企業でも外国語
の対応は可能になっていますが、日常的な言語の問題に加え、職場の事務手続などにも言葉の壁があります。
そのような問題の解消に産総研の AIC は大変重要な役割を果たしています。日本での日常生活の支援や日本
語講座の実施のみならず、生け花や茶道など、日本文化の貴重な体験の機会を与えてくれるのは大変有り難
いです。今年から新しい支援として、外国系研究グループ長の管理職に関わる仕事への個人支援が始まりまし
た。外国人同士、あるいは外国人と日本人の交流を深めるため、集いの場を提供するのも効果的です。今後、
AIC がさらに使い易くなるのを期待しています。産総研は競争力を強めるために、国際化を促進しつつあり、
世界の一流研究機関になるには外国人の支援が不可欠であると思います。

日本語講習修了式

2013 年度相談内容

在留諸申請
住居関連
教育／日本語
産総研内部手続
地域情報
車／運転免許
市役所
年金／税金
その他

226

49

40

21

20
19
18
15 19

合計
427件
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　産総研では、研究開発の成果だけでなく、研究開

発の過程においても環境配慮等の取り組みを着実に

進展させるために環境安全憲章を定めています。ま

た、環境安全憲章の理念のもと、「地球と地域の環

◦�地球環境の保全や人類の安全に資する研究を推進

し、安心・安全で質の高い生活や環境と調和した

社会の実現を目指します。

◦�環境安全に関する諸法規を遵守するとともに、自

らガイドラインなどの自主基準を設定し、日々、環

境保全と安全衛生の向上に努めます。

１．  環境の保全と健康で安全な社会の構築に資する

研究に積極的に取り組みます。

２．  環境と安全衛生に関連する法規制、条例、協定

を順守するとともに、自主管理基準を設け、一層

の環境保全と安全衛生の向上に努めます。

３．  省エネルギー、省資源、廃棄物の削減に取り組

み、環境負荷の低減に努めます。

４．  環境汚染、労働災害の予防に努め、緊急時にお

いては迅速かつ適切に対応し、被害の拡大防止

に努めます。

 環境配慮の方針　環境安全憲章を定めて着実に環境配慮の取り組みを進展させています

 環境安全憲章

 環境安全方針

環境配慮の方針

環境報告

境保全」と「産総研で働く全ての人々の安全と健康

の確保」が重要課題であることを強く認識し、積極

的に行動するため、環境安全方針を定めています。

◦�環境安全に関する情報の発信を推進し、地域社会

との調和・融合に努めます。また、万一の事故、

災害においても、迅速・的確な対処を行うとともに、

「公開の原則」に則り、得られた知見・教訓の社会

への還元に努めます。

５．  環境保全活動及び安全衛生活動を効果的かつ効

率的に推進するための管理システムを確立し、全

員参加による活動を展開するとともに、継続的改

善に努めます。

６．  環境報告書の発行、情報公開などにより環境安

全衛生に関する情報を積極的に開示し、社会との

コミュニケーションを推進します。
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環境トピックス

　「世界に開かれた再生可能エネルギーの研究開発

の推進」と、「新しい産業の集積を通した復興への貢

献」を大きな使命とする「福島再生可能エネルギー

研究所」では様々な省エネルギー対策を導入しまし

た。

　空調システムには、熱源として本館基礎下部に埋

設した地中熱回収配管（約 350m×6 系統）から

地中熱を回収し利用するとともに、実験室ごとに異な

る空調負荷に対応したきめ細やかな運転を可能とす

るモジュールチラーを導入して省エネ化を図っていま

す。また、免震ピット内に配置したクール / ヒートピッ

トで予冷 / 予熱した外気を利用して空調負荷を低減し

ています。

　照明には、昼光・人感センサーによる照明制御の

 新設した福島再生可能エネルギー研究所の省エネルギー対策について
タスクアンビエント照明※を採用し、ベース照明の照

度を抑えるとともにタスク照明により必要個所のみを

照らし、利用者の快適性を損なうことなく無駄のない

照明で省エネ化を図っています。また、グラデーショ

ンブラインドにより効果的な室内採光も確保していま

す。

　また、太陽光発電設備（500kW）と風力発電設

備（300kW） そ し て リ チ ウ ム イ オ ン 蓄 電 池

（400kWh）を系統連携し、効果的に電力需要の削

減・供給電力の制御を行うためスマートグリッド設備

を構築し運用しています。

　上記の様々な導入技術により省エネルギー効果が

実現しています。

※○タスクアンビエント照明

　室内照明で確保する照度は半分にし、タスク毎に

設置した卓上ライトによって必要個所のみを照らし、

無駄のない照明で省エネ化を図ります。

○研究本館に備わっている省エネルギー対策の一部

○地中熱回収配管

夏季の日射を
遮蔽するルーバー

自然換気システム

自然採光効果の拡大

人感・床温度センサー

メ
カ
ニ
カ
ル
コ
ー
ト

実験室

メカニカル
バルコニー

昼光・人感
センサー照明

太陽光発電パネル

実験室

実験室

エントランス
ホールWC

地中熱利用
空調システム

天井面を照射

自然換気窓追加

ドアガラリを設置

CO2センター

高架水槽
エ
ア
コ
ン
室
外
機

キ
ュ
ー
ビ
ク
ル

クッション
タンク 高効率

空冷
ヒートポンプ

地下マットスラブ下に
高密度PE管を施設

外調機地中熱
ヒートポンプ

必要な部分のみを照射

Topics
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 環境配慮に関する目標と実績

環境マネジメント

環境配慮に関し目標を掲げ、達成状況を確認・評価して次年度の施策に反映させています。

取り組み項目 2012 年度実績

2013 年度

2014 年度目標 掲載
ページ

目標 実績 自己
評価

ＣＯ 2 排出削減 2009 年度比で約 7 %
削減

2009 年度比で
2012 年度～ 2014
年度の３年間の平均で
４ ％削減

2009 年度比で 2012
年度～ 2013 年度平均で
約 4 % 削減

○ 2009 年度比で 2012 年度～ 2014 年度
の３年間の平均で４ ％削減 P51

アスベスト対策 11,188 ㎡を除去
2013 年度までに
未除去部分の除去を
完了

12,898 ㎡を除去 ○ 2014 年度までに未除去部分の除去を完了 P54

資源の有効活用 リユース実績 500 件

不用となった資産の
リユース 600 件以上

（第 3 期中期目標
期間）

リユース実績 588 件 △ 不用となった資産のリユース 600 件以上
（第 3 期中期目標期間） P56

グリーン調達の
推進

調達可能な 233 品目中
231 品目で調達率
100 ％

特定調達物品の
調達率 100 %

調達可能な 266 品目中
231 品目で調達率
100 ％

○ 特定調達物品の調達率 100 ％ P49

グリーン契約の
拡大

つくばセンター、関西セン
ターで電気の供給契約を
据切り方式にて契約

東北センター、九州セ
ンターの電気供給契約
の裾切り方式は 2013
年度以降に導入予定

北海道センター、苅間サイ
ト、中国センター、四国セ
ンターで裾切り方式にて契
約。

△ 産業廃棄処理契約の裾切り方式について
2014 年度以降に導入予定 P50

自己評価
◎目標以上に達成
○目標通り達成
△概ね達成
×未達成
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環境マネジメント

　事業活動により生じる環境負荷の状況を把握する

ことは、環境全体に配慮した活動を行い、環境負荷

の低減を図る上で重要です。産総研の活動に関わる、

　環境方針に基づく施策を確実に実施する体制を構

築しています

　環境配慮に関する産総研全体の各種取り組みにつ

いては、本部組織（環境安全本部、総務本部など）

が事業組織（地域センターおよび事業所）と緊密に

連携しながら環境施策を推進しています。

　継続的な課題である温室効果ガスの排出抑制につ

いては、環境安全本部で方針を決定し、また、環境

物品などの調達の推進を図るための方針については

総務本部で産総研の方針の策定および監視を行って

います。

　これらの方針にもとづき、各地域センターおよび

事業所の所長、管理監をトップとして具体的な推進計

画を立案し実行しています。

 環境負荷の全体像

 組織体制　環境方針に基づく施策を確実に実施する体制を構築しています

エネルギー、化学物質および水の投入と排出状況は

下表のようになります。

input output

産総研

排水量

●下水道へ

●公共用水域へ

汚染物排出量

●BOD

●窒素

●リン

●浮遊物質

水域排出物 単位 2011年度 2012年度 2013年度

千㎥

千㎥

千㎥

kg

kg

kg

kg

kg

981

979

2

1,114

470

118

10

516

1,171

1,169

2

1,426

590

154

11

671

908

879

29

928

353

56

8

511

廃棄物排出量

●一般廃棄物

●産業廃棄物

廃棄物最終処分量

古紙再生資源化

廃棄物 単位 2011年度 2012年度 2013年度

t

t

t

t

t

2,320

567

1,753

180

250

2,453

611

1,842

300

202

2,741

585

2,155

258

230

化学物質（PRTR物質）

研究開発用機材
（実験機器、紙類など）

物質 単位 2011年度 2012年度 2013年度

t 104 123 109

- - - -

温室効果ガス排出量

●購入電力

●化石燃料

●購入熱量

NOx排出量

SOx排出量

ばいじん排出量

大気排出物 単位 2011年度 2012年度 2013年度

千tCO2

千tCO2

千tCO2

千tCO2

kg

kg

kg

92

77

14

1

5,283

1,318

346

115

99

15

1

11,495

1,853

371

127

112

14

1

3,302

2,244

299

購入電力

都市ガス

プロパンガス

液体燃料

購入熱量

太陽光発電

エネルギー
単位

TJ

2011年度 2012年度 2013年度

千kWh

千㎥

kg

kL

TJ

千kWh

195,868

5,611

5,091

639

18

1,220

217,356

5,657

4,091

803

21

1,319

217,914

5,823

3,703

370

21

1,257

受水量

●上水

●地下水

●工業用水

再利用水

水
単位

千㎥

2011年度 2012年度 2013年度

2,267

千㎥

千㎥

千㎥

千㎥

千㎥

1,094

1,059

33

2

1,155

1,116

1,082

34

0

1,419

1,042

1,004

38

0

1,225

2,249 2,535

2,172 2,422 2,372

環境負荷の全体像

環境と安全の体制

理事長

センター・事業所
所長・管理監

環境安全マネジメント
推進体制

研究業務
推進部室

ユニット長

グループ長

環境安全本部 総務本部

環境安全企画部

地球温暖化対策

安全管理部

環境管理

安全管理

衛生管理

化学物質管理

生命倫理

放射線管理

財務部

環境物品調達方針
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　産総研では、事業活動による環境影響を低減し、

自然環境を保全することを目的とする環境マネジメン

トシステムと、職場における潜在的な危険を低減し、

安全衛生の向上を目的とした労働安全衛生マネジメン

トシステムの 2 つを統合した独自の環境安全マネジ

メントシステム（ESMS）を構築し運用しています。

　2013 年度は、事業所ごとに内部監査（環境安全

内部監査）を実施し、マネジメントプログラムの実施

　産総研では、新入職員をはじめ、産学官交流制度

や国際交流制度、労働者派遣制度で入所した方々を

対象として、研究廃液や排出ガスの処理方法、廃棄

●グリーン調達への取り組み※ 1

　産総研では、研究開発などを行うために必要な製

品・部品・材料の購入や、加工・試作などを外部の

業者に依頼するときには、品質や価格だけでなく環

境も考慮して、環境負荷の少ない製品・サービスを

優先するグリーン調達を進めています。

 環境安全マネジメントシステム

 環境教育　

 グリーン調達・グリーン契約

状況の点検を行うとともに、改善に向けた見直しを進

めました。また、各事業所・地域センターにおいて

ESMS 運用の事務局機能を担う安全衛生管理担当

者などのスキルアップを目的に、全国安全衛生管理

担当者会議において、ESMS の取り組み状況を相互

に紹介し、改善点や評価できる点などの情報共有を

図る意見交換会を実施しました。

●役割、責任、権限の明確化
●教育訓練
●コミュニケーション
●文書管理
●運用管理
●緊急事態への準備・対応

①社会への貢献
②法令順守
③環境負荷低減
④汚染・事故の予防

環境安全方針

環境側面評価＆安全リスク評価
業務と環境＆危険源との関係の調査

目的・目標の設定
取り組むべき改善のテーマの選定

実施計画の作成
目的・目標達成のためのプログラム作成

マネジメントシステムの
適切性・妥当性・有効性を
見直す

A

D

PC

実施・運用

マネジメントレビュー

法令等調査
関連する法令の調査

著しい環境側面＆許容できないリスクの特定
取り組むべき重要事項の選定

監視測定・法令順守評価
計画の通り進んでいるか、
事故・汚染はないか、
法令が順守されているか

goodbad

内部監査
ルールと実施の良否を

チェック

是正・予防処置
原因追求と再発防止

計 

画
点 
検

産総研の環境安全マネジメント
システムの仕組み

物の分別・排出方法など、環境影響が大きなテーマ

について、業務を開始する前に教育を行っています。

　また、グリーン調達を促進させるため、「環境物品

等の調達の推進に関する法律」（グリーン購入法）お

よび「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」

（基本方針）に基づき、産総研として環境物品などの

調達目標を定めた調達方針を毎年度公表しています。
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●環境物品などの調達状況
　産総研は 2013 年度、グリーン購入法に定める特

定調達品目（国等の各機関が重点的に調達を推進す

べき環境物品等の種類）19 分野 266 品目のうち、

18 分野 232 品目の調達を行いました。このうち性

能・機能上の必要性から判断基準を満たすことがで

きなかった 1 品目（メディアケース）を除き、すべ

ての品目で特定調達物品（環境負荷低減に資する物

品として政府が定める基準を満たすもの）の調達率

を 100% とする年度目標を達成することができまし

た。また、特定調達品目以外の環境物品（ゴミ袋）

についても、購入に際して環境負荷に配慮するように

しています。

●ハイブリッド車両などの保有台数
　2014 年 4 月現在、産総研で保有する事業用車

両計 84 台（研究用車両も含みます。） のうち、8 台

がハイブリッド車、1 台がプラグインハイブリッド車、2

台が電気自動車です。事業用車両の更新にあたって

はハイブリッド車、低公害車の選定を推進しています。

※ 1　グリーン調達についての詳細は、以下のホームページをご覧下さい。

http://www.aist.go.jp/aist_j/procure/kouhoyou/

green/

環境マネジメント

●グリーン契約への取り組み
　産総研では、「国等における温室効果ガス等の排

出の削減に配慮した契約の推進に関する法律」（環

境配慮契約法）に基づき、取引先業者との契約にお

いて温室効果ガスの削減に配慮する契約（グリーン

契約）を推進しています。2013 年度のグリーン契

約は、電気の供給契約方式の変更など 6 件でした。

グリーン契約件数

グリーン契約の種類 件数

自動車の購入 2 件

電気の供給契約 4 件

　自動車については 4 台の購入および 2 台の賃貸

借をしましたが、価格および環境性能（燃費）を総

合的に評価し、その結果が最も優れた自動車を提供

する企業と契約を締結する総合評価落札方式による

入札を実施しました。

　電気の供給契約については、北海道センター、苅

間サイト、中国センター、四国センターで裾切り方

式を採用しました。※ 2

　次年度は産業廃棄物処理に係る処理に関する契約

について対応を進める予定です。

※ 2　裾切り方式
　 当該入札の申込者のうち、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギー活用

状況、新エネルギー導入状況およびグリーン電力証書の調達者への譲渡
予定量に係る数値をそれぞれ点数化し、その合計が基準以上である者の
中から、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とするものです。

主な特定調達品目の調達実績
分　野 品　目 目標値 総調達量 特定調達物品の調達量 目標達成率

紙類

コピー用紙 100％ 102,664.073kg 102,664.073kg 100％
フォーム用紙 100％ 298.4kg 298.4kg 100％
インクジェットカラープリンター用塗工紙 100％ 890.02kg 890.02kg 100％
トイレットペーパー 100％ 2,135.4kg 2,135.4kg 100％
ティッシュペーパー 100％ 13,941.96kg 13,941.96kg 100％

文具類

シャープペンシル 100％ 792 本 792 本 100％
シャープペンシル替芯 100％ 500 個 500 個 100％
ボールペン 100％ 11,184 本 11,184 本 100％
マーキングペン 100％ 12,495 本 12,495 本 100％
鉛筆 100％ 1,393 本 1,393 本 100％
メディアケース 100％ 2,803 個 2,244 個 80％
のり（固形） 100％ 2,064 個 2,064 個 100％
ファイル 100％ 40,491 冊 40,491 冊 100％

オフィス家具等 いす 100％ 1,342 脚 1,342 脚 100％
机 100％ 482 台 482 台 100％

OA 機器

コピー機等　※ 3
購入 100％ 27 台 27 台 100％リース・レンタル（新規） 55 台 55 台
リース・レンタル（継続） 190 台 180 台

スキャナ
購入 100％ 195 台 195 台 100％リース・レンタル（新規） 0 台 0 台
リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

シュレッダー
購入 100％ 58 台 58 台 100％リース・レンタル（新規） 0 台 0 台
リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

記録用メディア 100％ 10,378 個 10,378 個 100％
トナーカートリッジ 100％ 6,280 個 6,280 個 100％
インクカートリッジ 100％ 3,469 個 3469 個 100％

自動車等 一般公用車以外
購入 100％ 5 台 5 台 100％リース・レンタル（新規） 1 台 1 台
リース・レンタル（継続） 0 台 0 台

消火器 消火器 100％ 272 本 272 本 100％
役　務 旅客輸送 100％ 2,849 件 2,849 件 100％

※ 3　コピー機、複合機、拡張性デジタルコピー機　
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　産総研は、事業活動により発生する環境負荷物質

抑制の一環として、2012 年 4 月に温室効果ガス排

出抑制などの実施計画を策定し、2009 年度比で

2012 年度から 2014 年度までの 3 年間の平均で

4％の温室効果ガス排出量の削減の取り組みを推進

しております。

　2013 年度の事業活動は、2012 年度に引き続き、

研究施設の集約化や省スペース化を推進し、より効

率的な研究施設・設備体制に向けて見直しを図り、

研究活動を進めました。その結果、2012 年度比で

の温室効果ガス排出量は増加しておりますが、比較

対 象 とな る 2009 年 度 から は 2012 年 度 から

2013 年度までの 2 年間の平均で約 4 % 減少して

おります。

　産総研では今後も新たな研究拠点の設置やオープ

ンイノベーションの推進による事業の活発化など、温

室効果ガス排出量の増加要因が見込まれる中、引き

　産総研では、つくばをはじめ、東北、臨海副都心、

中部、関西、中国、四国、九州の各研究拠点に太陽

光発電設備を導入しています。

地球温暖化対策

続き政府および社会の要請に応じた温室効果ガス排

出量の抑制のための取り組みを推進していきます。

 地球温暖化対策

 新エネルギーの導入　新エネルギーの導入により、ＣＯ 2 排出量を削減しています
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　2013 年度の太陽光発電量は 1,257 千ｋＷｈで、

一般家庭 349 世帯分の年間電力消費量に相当し、

年間 610 t のＣＯ 2 排出削減に貢献できました。
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　産総研では、政府からの節電要請に基づき、研究

への与える影響を考慮しつつ、以下の省エネルギー

対策を行いました。

（1）  大型機器（クリーンルーム、恒温恒湿室、大型

電算機、空調設備など）の輪番運転、運転負

荷の分散

（2）  研究廃水処理場やヘリウム液化施設のような大

電力消費型研究インフラ設備の輪番運転、休

日・夜間へのシフト運転

地球温暖化対策

 夏期の節電対策について
（3）  総電力監視システム導入による使用電力の可視化

（4）  つくば・各地域センターにおける輪番・一斉休

暇の実施

（5）  技術研究組合に対して、夏季のピークカットへ

の協力を依頼

　これらの施策により、2010 年度比、つくばセン

ター 10 ％、地域センター 4 ～ 13 ％のピーク電力

削減に貢献できました。
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　産総研では研究分野が多岐にわたることから、少

量で多種多様な化学物質を使用するという特徴があ

ります。使用においては、事故や漏洩のない適切な

使用・保管管理とともに、廃棄時には適切な処理を

行っています。

【薬品使用後の廃液・排ガスの処理】

廃　液：  つくばセンターでは、無機廃液は敷地内の

処理場で無害化したのち公共下水道へ放流

しています。有機廃液については、2013

年度より全量を産業廃棄物処理業者に処分

委託することにしました。ほかの地域セン

ターでは、有機・無機ともに産業廃棄物処

理業者に処分委託しています。

排ガス：��有害蒸気を発生する薬品は局所排気装置

　産総研では、PRTR 法※および地方自治体の関連

条例に基づき、該当する化学物質の排出量と移動量

の届出を行っています。産総研では、様々な有機化

合物を溶かしたり抽出したりするために使用される有

機溶媒、半導体洗浄用に用いられるフッ化水素、お

化学物質管理

 化学物質の適正管理　化学物質の適正管理により環境リスクの低減と安全を推進しています

 化学物質排出量の把握

（ドラフトチャンバー）内で使用し、研究排気

除害設備を通して排出しています。どの薬品

をドラフトチャンバー内で使用し除害して排

出する必要があるかの情報は、下記の化学

物質総合管理システムを用いて各研究者に

提供しています。

化学物質総合管理システムについて
　研究活動に使用する多種多様な化学物質は納品時に全て

「化学物質総合管理システム」に登録されます。化学物質総合
管理システムは、産総研のイントラネットシステムを通して全研
究員が閲覧でき、各自が使用している薬品に対する法規制、薬
品の特性、取扱いに関する情報が一目で確認できます。また、
部屋ごとの消防法危険物貯蔵量や高圧ガス貯蔵量も簡単に集計
把握できます。さらに、下記 PRTR などの行政への届出対応
のための集計にも利用されます。

よびフッ化水素の廃液処理を行うために投入する塩

化第二鉄の使用量が大きく、例年届出対象となって

います。なお、2013 年度より有機廃液の噴霧燃焼

炉を廃止したことで、ダイオキシン排出量の届出対

象施設はなくなりました。

事業所名 物質名 取扱量
排出量 移動量

大気 下水道 廃棄物

つくば 5
クロロホルム（kg） 1,080 540 550

塩化メチレン（kg） 1,350 190 1,200

つくば西
フッ化水素及びその水溶性塩（kg） 6,980 240 670

塩化第二鉄（kg） 91,650 - -

塩化第二鉄は使用後すべて難溶性のフッ化鉄や水酸化鉄などに変化し、排出や移動はない。

PRTR 対象化学物質の排出・移動量（取扱量 1t 以上）
化学物質管理制度による届出量一覧

事業所名 物質名 取扱量
排出量 移動量

大気 下水道 廃棄物

臨海

アセトン（kg） 120 60 58

クロロホルム（kg） 210 15 200

メタノール（kg） 820 370 450

【東京都】
都民の健康と安全を確保する環境に関する条例対象化学物質の排出・移動量（使用量 100 kg 以上）

事業所名 物質名 取扱量
排出量 移動量

大気 下水道 廃棄物

関西 VOC（kg） 2,600 510 2,100

【大阪府】
大阪府生活環境の保全などに関する条例（取扱量 1t 以上）

※ PRTR 法
正式名称は「特定化学物質
の環境への排出及び管理の
改善の促進に関する法律」。
第 1 種指定化学物質に該
当する 462 物質のいずれ
かを年間 1ｔ以上（一部物
質は 0.5ｔ以上）取り扱う
事業所について、その環境
への排出量や他事業所への
移動量（販売や廃棄委託な
ど）の報告が義務付けられ
ています。



環
境
報
告

54 環境報告

石綿含有吹き付け材を計画的に除去しています

　産総研では、2007 年度から吹き付け材の劣化状

況調査や環境測定を定期的に実施しながら、石綿含

有吹き付け材 83,607 ㎡について計画的に除去工

事を進めてきました。

　2013 年度の工事においては、12,898 ㎡の吹き

付け材除去を行い、累計 78,127 ㎡の除去が完了

しました。

　PCB を含有するトランス、コンデンサなどは、事

業所ごとに保管しています。

　PCB 廃棄物は、特別管理産業廃棄物として各事

業所・センターごとに所定の倉庫などに保管されてお

り、特別管理産業廃棄物管理責任者による月１回の

点検により管理状況の監視を行っています。

　2013 年度は、北海道センターで保管中だった安

定 器 386 台 を 日 本 環 境 安 全 事 業 株 式 会 社

化学物質管理

 アスベスト対策　石綿含有吹き付け材除去対策

 PCB 廃棄物の保管　PCB 廃棄物の保管、監視を継続的に行っています

0 2010 4030 6050 80 9070 100
（%）
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2007年度
6,938 ㎡
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9,285 ㎡
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2010年度
3,873 ㎡

建物閉鎖等767㎡建物閉鎖等767㎡

2014年度
4,713 ㎡
（予定）

2012年度
11,188 ㎡

2009年度
16,127 ㎡

2011年度
17,818 ㎡

2013年度
12,898 ㎡

石綿含有吹き付け材除去面積の推移

　未除去部分は建物閉鎖などを検討している部分を

除き、2014 年度に除去を完了する予定です。

（JESCO）北海道事業所に、中部センターで保管中

だった高圧コンデンサ 2 台を JESCO 豊田事業所に、

それぞれ委託して処分を行いました。

区分 数量

コンデンサ類 　558 台

トランス類 45 台

安定器 4,902 台

PCB 廃棄物の保管状況

ドラム缶に詰められ保管中の PCB 廃棄物
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　産総研は、3R（Reduce、Reuse and Recycle）

の取り組みを推進し、廃棄物を削減することにより環

境負荷の低減に努めています。中でも、研究機器な

どの再利用については、経費の削減効果も期待でき

ることから、重点的に取り組んでいます。（資源の有

効活用を参照）

資源の有効活用・保全

 廃棄物発生量の削減　廃棄物の削減により環境負荷の低減に努めています

　また、排出事業者の責務として自主的に廃棄物処

理場の現地調査を毎年実施しており、2013 年度は、

廃棄物中間処理場および最終処分場の現地調査を

23 カ所実施し、適正に処理などがされていることを

確認しました。
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区分 排出量（t） 最終処分量
（t）

最終処分率
（%）

一般廃棄物 585 106 18

産業廃棄物 1,716 128 7

　　廃プラスチック 406 32 8

　　金属くず 836 1 0

　　汚泥 170 71 42

　　木くず 71 9 13

　　ガラス、コンクリート・陶磁器くず 38 2 6

　　混合物 11 2 20

　　管理型混合廃棄物 9 2 20

　　複合材 0 0 0

　　鉱さい 22 0 0

　　その他 154 9 6

特別管理産業廃棄物 440 24 5

　　引火性廃油 62 4 7

　　強酸 237 3 1

　　感染性廃棄物 13 10 73

　　廃油（有害） 8 0 1

　　汚泥（有害） 17 6 34

　　廃酸（有害） 42 0 0

　　その他 61 1 2

合計 2,741 258 9

廃棄物排出量内訳（2013 年度）
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　産総研では、2005 年から所内イントラネットを用

いて研究機器、OA 機器、什器、消耗品などの不用

品情報と必要品情報を交換し、所内での再利用を促

進する「リサイクル物品システム」を運用しています。

また、所内で利活用できないものは、外部への譲渡

も行っています。これらにより、廃棄物の削減

（Reduce）と再利用（Reuse）を推進しています。

　つくばセンター、中部センターでは水資源の有効

利用を図るため、研究廃水などを中和・還元処理し

て再利用しています。

　2013 年度の受水量は前年度比 7 ％減、再利用

水は前年度比 14 % 減でした。今後も水資源の有

効活用に努めます。

資源の有効活用・保全

 資源の有効活用　不用となった設備の再利用を推進しています

 水資源の保全　再利用により水資源の有効利用に努めています
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2次処理
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イオン交換

砂ろ過

再利用水
帰還分

約1000 ㎥/日

約300 ㎥/日

水質
検査

水質
検査

研究機器類
冷却水

実験冷却廃水
（再利用水）

一般研究廃水
（4次洗浄水など）

実験台
（流し台）

上水道

雑用水

余剰分
公共下水道
への放流

一般研究
廃水処理分

接触酸化

疑集沈殿

砂ろ過

活性炭吸着

水銀キレート

重金属キレート各事業所
研究・
実験室

研究廃水
処理場

つくばセンターにおける再利用水の循環利用
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　生物の多様性を包括的に保全するとともに、生物

資源を持続可能な形で利用していくため、日本をは

じめ多くの国々が協力し、1992 年に生物多様性条約

（Convention on Biological Diversity: CBD）が

採択されました。その後、生物の多様性の保全およ

び持続可能な利用に悪影響を及ぼす可能性のある遺

伝子組換え生物の安全な移送、取扱いおよび利用に

おける保護の確保を目的として、カルタヘナ議定書

が作成され、日本でも 2004 年に「遺伝子組換え

生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に

関する法律（カルタヘナ法）」が施行されました。

　つくばセンターでは敷地内の除草作業を年２回実

施しています。センター内で発生した刈草は、外部

による廃棄処理をせず、敷地内の指定場所において

環境に負荷を掛けることなく、約１年の発酵期間をか

けて堆肥化させています。その堆肥は、再びセン

ター内の緑地や既存林に天然の肥料として自然に還

元することとしています。年間の堆肥量はおよそ

150 ㎥になります。

生物多様性

 生物多様性条約とカルタヘナ法の遵守

 堆肥化の敷き込み、枯松の伐採と搬出

　産総研ではこのカルタヘナ法を遵守するため、実

験の内容および遺伝子組換え生物などの取扱いなど

について、外部の専門家を含めた委員会で事前審査

するとともに、対象となる実験を行う研究者や研究支

援者に対し、定期的な教育訓練の受講を義務化して

います。また、遺伝子組換え生物などを使用する実

験室は実地調査によって、法で定められた表示の有

無、保管状況ならびに拡散防止措置実施状況を確認

しています。さらに事業所ごとの支援・指導体制の整

備などにより、生物の多様性の保全に取り組んでい

ます。

　多種多彩な樹木が茂るつくばセンター各地区にア

カマツの林が有りますが、毎年多くのマツがマツノマ

ダラカミキリを媒体にしたマツノザイセンチュウによ

る材線虫病によって枯れてしまいます。

　良好な研究環境と二次感染を防ぎ枯松の進行を止

めるため、つくばセンターでは枯松伐採を行っていま

す。伐採本数は気候や環境により変化しますが、毎

年 11 月に枯松調査を行い伐採本数を算出します。

2013 年度は約 800 本にも達しました。伐採した

アカマツは一般廃棄物として外部リサイクルセンター

において堆肥化処分されます。

　また、多種多彩な木々が多く残る既存林には、堆

肥化した刈草の敷き込みや防除剤の散布、隔年で行

う既存林内の下草除草などで健全な既存林環境維持

に努めています。
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　産総研における大気汚染物質の排出源は主に空調

用の冷熱源用のボイラーです。SOx の発生を抑制す

るため燃料は主に都市ガス、灯油を使用しています。

　2013 年度は、空調や廃液処理の運用見直しによ

りつくばセンターのエネルギーセンターおよび北処理

場焼却炉を廃止したことから、NOx 排出量が大幅に

減少しました。

　産総研から排出される研究廃水は、各事業所に設

置している廃水処理施設にて pH 調整・凝集沈殿・ろ

過・活性炭吸着などの処理を行い、各自治体の排水

基準に適合させてから公共下水道に排出しています。

　2013 年度に水質汚濁防止法に基づき特定施設

および屋外研究埋設管点検を実施したところ、屋外

環境コンプライアンス

 大気汚染防止

 水質汚濁防止

　私たちは、法令などの遵守をはじめ、社会的規範、

研究者行動規範、規程などを遵守することにより、

研究所のコンプライアンスを推進し、産総研が掲げ

る憲章「社会の中で、社会のために」の実現を目指

します。

　環境保全に関しては、地球環境を保全し持続的発

展可能な社会の実現に貢献するため次の行動を推進

します。

１．  国際的な環境規制、国や自治体の環境関連法令

等を遵守し、公害防止、自然環境の保全に努め

ます。

２．  地球環境の保全と人類の安全に資する研究を推

進し、エネルギー効率の向上、省資源、再資源

化などに積極的に取り組みます。
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2013年度2012201120102009

NOxSOxばいじん

大気環境負荷の推移

研究埋設管の点検においてつくばセンターと関西セ

ンターで配管損傷などが発見されました。所轄の自

治体へ報告するとともに、漏えいした廃水の水質分

析および土壌分析を行い、周辺環境への影響がない

よう管理しています。
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　産総研では、環境安全マネジメントシステム

（ESMS）の PDCA サイクルにより、環境法令等の

遵守状況をチェックしています。また、万が一事故が

 環境に関する事故など

監視盤室

消防・警察

事故又は
災害

発見者

中央監視センター

防災センター

管理監

ユニット長

管理者・責任者

関係機関

つくばセンター所長

コンプライアンス推進本部

健康管理室・産業医

企画本部

広報部

プレス報告

近隣へのお知らせ

緊急電話（一斉通話）

つくば中央第一

つくば中央第二

つくば中央第三

つくば中央第四

つくば中央第五

つくば中央第六

つくば中央第七

つくば西

つくば東

39001

39002

39003

39004

39005

39006

39007

39008

39009

研究業務推進部室

つくばセンター緊急連絡体制

安全管理部

発生した場合にも、被害を最小化するための体制を

整備しています。

●環境事故を想定した訓練の実施
　産総研では、油類・化学物質の漏洩など環境事故

が発生した場合の被害の最小化を図るため、連絡・

通報、応急措置の訓練を実施しています。

　2013 年度は、つくばセンターだけでなく地域セ

ンターにおいても、屋上および地上に設置されてい

る排ガス洗浄設備から有害物質が漏洩した場合を想

定した訓練を実施しました。屋上および地上で有害

物質が漏洩した場合、屋上であれば雨樋を通って、

地上であれば近隣の枡から公共用水域へ流出してし

まうので、雨水排水管の系統確認、雨水桝での止水

方法、緊急時の連絡・通報先の確認などを行いまし

た。

　今後も同様の訓練を定期的に実施するとともに、

必要に応じて手順の見直しを行います。

 漏えい防止作業の様子
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  2013 年度に発生した事故などの報告

● つくば中央第二事業所における高圧ガス
製造施設（冷凍機）の製造届出漏れに
ついて

　2014 年 1 月 29 日に、つくば中央第二事業所

において、試運転中のヘリウム冷凍機から冷媒ガス

が漏洩する事故が発生したため、直ちに茨城県に事

故報告を行いました。

　後日、この冷凍機については、高圧ガス保安法に

環境コンプライアンス

定める製造の変更の届け出がなされていないことも

わかりました。この事態を受け、所内の設備、装置

などについて、法令などに定める届出などの手続状

況について一斉点検を実施しました。その結果、高

周波利用設備などでも手続き漏れが見出されたため

速やかに手続きを行いました。以後このようなことが

起こらないよう、全所全職員への注意喚起を徹底す

るとともに、チェック体制の強化などの対策を講じま

した。
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発行に寄せて
産総研レポート2014 発行に寄せて
　産総研では、2004年度に「環境報告2004」を発行して以降、
2010年度からは対象を産総研のつくばセンターに全国の研究拠
点を加え拡大するとともに、環境活動および労働安全衛生活動に
関する報告書、さらに、組織の社会的責任（CSR）面からの活動
報告を加え、最近ではISO26000に基づいて構成した「産総研
レポート　社会・環境報告」として発行してきました。
　今回の報告書では、わが国の産業競争力強化に向けて産総研が
担う「再生可能エネルギーへの取り組み」を主要テーマとして取り
上げ、巻頭特集では2014年4月に開所した「福島再生可能エネ
ルギー研究所」における研究活動について報告しています。また、
研究特集では、国際貢献、国際標準、標準・認証研究として、マ

ラリア診断デバイスや微小硬さロボット認証などの研究を紹介して
います。また、持続可能な社会の実現に向けて、「オープンイノ
ベーションハブ」機能の強化、TIA共同利用施設の制度の施行と
実施、技術拠点となる研究組合に関する体制や活動について新た
に報告しました。
　「社会の中で、社会のために」をスローガンとする産総研として、
多くのステークホルダーの方々が知りたい産総研の活動を分かり
易く紹介することは、我々の義務であり使命でもあります。本報告
書を通じて、社会と一層深い信頼関係を築くことに繋がるよう努力
していく所存です。

瀬戸 政宏　理事・広報部長 

特定非営利活動法人　循環型社会研究会　代表 山口民雄
　社会的責任報告書である「産総研レポート」の最も重要な
使命は、①憲章の「社会の中で、社会のために」がどのよう
に実践されているか、②社会的責任の目的である持続可能な
社会の構築に向けてどうような貢献をしているか、の 2 点を
伝えることにあるでしょう。そして、これらを読者に分かり易く
伝えることが不可欠です。
　前 2 点については、トップメッセージをはじめ、「産総研と
は」「オープンイノベーション」の項で詳述され、社会におけ
る種々の課題解決に向け、多くのセクターと連携して取り組ん
でいる姿が伝わってきます。また、持続可能な社会の構築に
関しては、2013 年度に「豊かで環境に優しい社会を実現する
グリーン・テクノロジー」と「健康で安全な生活を実現するラ
イフ・テクノロジー」を産総研の二枚「看板」として掲げるな
ど、これまで以上に具体的になってきています。分かり易さと
いう点でも、継続的に努力されています。技術的な報告は、
しばしば専門用語の羅列や技術的な論理の先行により一般読
者には難解になることが少なくありません。しかし、今回の

「巻頭特集」や「研究特集」は、一般読者にも理解容易であ
り、技術を身近に感じさせます。特に「巻頭特集」で再生可
能エネルギーの普及が進まなかった大きな要因として 3 点を
提示し、それらの要因を解決に導く技術開発については説得
力のある記載になっています。
　こうした、重要な 2 点の使命に加えて社会の動向、社会の
要請に応えた報告も社会的責任報告書の使命と考えます。例
えば、労働慣行に関しては、ライフ・ワーク・バランスや女性
の活躍、メンタルヘルスに社会的に大きな関心が寄せられて
います。本報告書では新たに「各種休暇制度の利用実績」を
はじめ「一時預かり保育利用実績」「女性研究者採用比率の
中期目標期間ごとの推移」などが開示され、積極的な対応の
一端が伺えます。ただ、メンタルヘルスに対する報告は、ハ
ラスメントを含めて活動状況は報告されていますが、疾患者の
状況が好転しているのか否か分かりません。一方、メンタル
ヘルスに関しては、わが国では休職者の 42.3％が休職制度
の利用中や職場復帰後に退職していることやメンタルヘルス疾
患での労災申請が過去最多を更新などの調査結果があり、深
刻な状況に直面しています。メンタルヘルス疾患による休職

者の存在は、その組織の構成員全体の心の健康の代理指標で
あるとの認識を持ち、分かりやすい状況報告を期待します。
　本年度の公的研究機関に対する最大の社会的関心は、
STAP 細胞に関する論文問題や医薬品の臨床研究データの改
ざんが大きく報道されたことから「研究機関のガバナンスや倫
理」と言えるでしょう。研究不正は正当な研究活動に対して不
審を招くことから、研究機関としては最重要課題です。この点
について本報告書では、「研究倫理に違反した不正行為、いわ
ゆる研究ミスコンダクトが発生した場合には、国民の信頼が損
なわれ、今後の研究開発が成り立たなくなることは言うまでも
ありません」との認識を示し、「研究者行動規範に係る研修の
実施」と内部監査について記載しています。このことは、社
会的関心に対応していることの証左ですが、社会的要請はより
深いのではないでしょうか。確かに研修については「4 月、5 
月の 2 カ月間に集中的に 10 回開催し、・・・6 月末までに全て
の対象者が受講を終了」など相当注力されていることが伝わ
ります。しかし、その結果、対象者の認識がどう変わったのか
をはじめ不正防止の監視、資金管理者、データの保存など具
体的な不正防止策はどうなのか、また、万が一、研究不正が
発生した場合の対応、例えば、事実の速やかな公表、第三者
委員会の設置、不正の検証などの基本的スタンスなどは不明
です。
　また、国や企業から資金の入った研究機関のあり方が問わ
れている今日、今回初めて監査を取り上げた意味は大きいと
考えます。米国では国の資金が入った研究活動を監督する行
政機関が設置されていますが、わが国には存在していません。
従って、各研究機関が内部監査などで自浄作用を発揮しなけ
ればなりません。こうした視点から見たとき、内部監査の仕組
みの紹介で十分だろうか、との率直な印象を持たざるを得ま
せん。次年度以降の報告の充実を期待します。

循環型社会研究会：次世代に継承すべき自然生態系と調和した社会の在
り方を地球的視点から考察し、地域における市民、事業者、行政の循環
型社会形成に向けた取り組みの研究、支援、実践を行うことを目的とす
る市民団体。研究会内の CSR ワークショップで、CSR のあるべき姿を
研究し、提言している。 URL：http://junkanken.com/

「産総研レポート 2014 社会・環境報告書」第三者意見
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62 産総研の研究拠点

北海道センター
事業所：北海道センター
サイト：札幌大通りサイト

東北センター
事業所：東北センター
サイト：仙台青葉サイト

中部センター
事業所：中部センター
サイト：名古屋駅前サイト
　　　　

九州センター
事業所：九州センター
サイト：福岡サイト

四国センター
事業所：四国センター

臨海副都心センター
事業所：臨海副都心センター

つくばセンター
事業所：つくば中央第一事業所
　　　　つくば中央第二事業所
　　　　つくば中央第三事業所
　　　　つくば中央第四事業所
　　　　つくば中央第五事業所
　　　　つくば中央第六事業所
　　　　つくば中央第七事業所
　　　　つくば西事業所
　　　　つくば東事業所
サイト：つくば北サイト
　　　　つくば苅間サイト
　　　　船橋サイト

関西センター
事業所：関西センター
　　　　尼崎支所

中国センター
事業所：中国センター

東京本部
つくば本部

事業所：東京本部
　　　　小金井支所

（2014年4月開設）

福島再生可能エネルギー研究所

産総研の研究拠点（2014.4.1 現在）
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